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序     文  

 

タンザニア連合共和国（以下、「タンザニア国」）政府は、農業セクター開発プログ

ラム（ASDP）を策定し、ASDP バスケット・ファンドを設置して、「県農業開発計画

（DADP）」に沿った開発予算の配分を行っています。しかし、バスケット・ファンド

による財政支援のみでは、ASDP の効果を把握するためのモニタリング・評価制度枠

組みの運用に不可欠な、政府関係者の能力強化を行うことは困難であることから、農

業・食料保障・協同組合省（以下、「農業省」）は我が方に対する技術協力を要請しま

した。  

これを受けて、独立行政法人国際協力機構は平成 19 年 6 月 1 日から 6 月 13 日まで、

当機構タンザニア事務所所長 柏谷 亮を団長とする事前評価調査団 5 名を現地に派

遣しました。  

同調査団はタンザニア国関係機関及び関連ドナーとの協議及び現地調査を通じて、

要請の背景、協力課題の絞込み、先方実施体制の確認等を行い、プロジェクト・デザ

イン・マトリックス（PDM）等の各案を作成し、ミニッツに署名しました。  

本報告書は、同調査団による調査結果等を取りまとめたものであり、今後、本プロ

ジェクトの実施検討にあたり、広く活用されることを願うものです。  

終わりに、本調査にご協力とご支援を頂きました内外の関係者に対し、心より感謝

の意を表します。  
 

平成 20 年 7 月  
 

独立行政法人国際協力機構  
タンザニア事務所  
所 長  柏 谷  亮  
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ASDS Agricultural Sector Development Strategy 農業セクター開発戦略  

ASLMs Agricultural Sector Leading Ministries 農業セクター関連省庁  
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評価結果要約表 

１．案件名 

タンザニア国農業セクター開発プログラム（ASDP）事業実施監理能力強化計画 

２．協力概要 

(1) プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 

本プロジェクトは、「農業セクター開発プログラム（以下、「ASDP」）」の進捗・効果を適切に把握し、

効果的なプログラム運営を実現するために、ASDP のモニタリング・評価枠組みの中核的機能である、

「農業データ定期報告制度」を整備するとともに、ならびに右制度の円滑な運用を担保するための中

央・地方政府関係者の能力強化を図るものである。 

(2) 協力期間：2008 年 1 月から 3 年間 

(3) 協力総額（日本国側）：3.3 億円 

(4) 協力相手先機関： 

ｱ. 実施主管機関：農業・食料安全保障・協同組合省 

ｲ. 実施調整機関：首相府地方自治庁 

ｳ. 実施支援機関：畜産開発省、産業・貿易・マーケティング省 

(5) 裨益対象者及び規模： 

ｱ. 直接裨益1： 

農業データ定期報告制度の試験運用を行う農業関係各省の担当官、モロゴロ州、ドドマ州2内の州・

県担当官（州:約 4 名×2 州、県：約 5 名×4 県）、対象県内の郡・村レベル農業担当普及員（郡：

約 2 名×約 102 郡、村：約 1 名×約 131 村） 
ｲ. 間接裨益： 

モロゴロ州、ドドマ州内の対象県内の農民、農業関係各省、国家統計局、日本国を含む農業関係 

ドナー 

３．協力の必要性・位置付け 

(1) タンザニア国農業セクターの概要 

タンザニア連合共和国（以下、「タンザニア国）における農業は、GDP の約 50％、輸出総額の約 75％
を占めるとともに、国内労働人口の約 80％以上が従事する基幹産業であるが、大部分が天水に依存す

る小規模生産形態であることもあり、旱魃等の自然条件の変動に農業生産が大きく左右されている。

さらに、コーヒー、サイザル等伝統的輸出産品の交易条件の悪化、財政悪化による補助政策の縮小、

農業・経済インフラの未整備、農業支援サービスの不活性等により農業生産性・農家の収益性は低位

に留まっている。 
こうした現状を改善するため、タンザニア国政府は「貧困削減戦略書（PRSP：2000 年）」及び第 2

世代「貧困削減戦略（PRS）」である「成長と貧困削減のための国家戦略（NSGRP：National Strategy for 
Growth and Reduction of Poverty：2005 年）」において、農業セクター開発を、貧困削減及び経済成長の

ための重要課題と位置付け、「農業セクター開発戦略（ASDS）」を策定し、①農業の生産性及び収益性

の向上、②パブリック・プライベート・パートナーシップ、③地方分権化の 3 点を改革の方向性とし

て示した。そして、ASDS を実現するための開発計画として「農業セクター開発プログラム（ASDP）」
を策定し、ASDP バスケット・ファンドを設置して、「県農業開発計画（DADP）」に沿った開発予算の

配分を行っている。 
 

(2) ASDP における本技術協力の位置付け 

ASDP の効果を把握するためには、既存のデータ収集とモニタリング・評価制度によって現場レベ

ルの開発活動の効果を把握し、データの整理と分析を行うことが不可欠であるが、現在、性急に進め

                                                  
1 県によって郡・村の実数及び普及員の配置状況は異なること、また、試験運用の具体的な対象県は案件開始後に決定 
するため、人数は概算。なお、モロゴロとドドマの県の数合計 10 に対し、郡は 255、村は 988 存在するため、平均値をとり、対象 4
県内の郡の数を 102 と設定した。同様に、村の数は約 395 となるが、このうち村落普及員の配置されている村の数が 3 分の 1（全国の

村の数に対する普及員の実数の割合）と仮定し、131 村を対象村数として設定した。 
2 モロゴロ州、ドドマ州を試験運用の対象地域として選択する理由については、妥当性評価の欄を参照のこと。 
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られている地方分権化の影響もあり、村から中央に至る農業定期データ（Agricultural Routine Data）の

収集、報告の制度が十分に機能していない。そのため、現場レベルの報告が中央の農業セクター関連

省庁にまで的確に届いておらず、また、各省庁、あるいは一省内の各局が、相互の調整無しに、地方

政府に対して、直接、データの報告を依頼することが常態化している。 
このような状況を改善するため、ASDP におけるモニタリング・評価の制度枠組み及びモニタリン

グ・評価を円滑かつ機能的に実施するための人材育成方法について検討することを目的に、農業セク

ター関連省庁（ASLMs）と関連ドナーとの合同のモニタリング・評価作業部会が立ち上げられた。し

かし、モニタリング・評価制度に係る ASDP の予算が限られていることに加え、バスケット・ファン

ドによる財政支援のみでは、ASDP モニタリング・評価制度枠組みの運用に不可欠な、政府関係者の

能力強化を行うことは困難であるため、農業・食糧保障・協同組合省（以下、「農業省」）は我が国に

対する技術協力を要請した。 
その後、同作業部会は、独立行政法人国際協力機構（以下、「JICA」）が派遣した農業セクタープロ

グラム企画調査員及び開発調査「地方開発セクタープログラム策定支援調査 2」の本格団員等の支援

を受けつつ、「ASDP モニタリング・評価枠組み文書」の作成を進めてきた。2007 年 7 月に政府・ドナ

ー関係者からの意見も踏まえた上で、最終ドラフトを完成し、8 月 29 日の農業セクター関連省庁局長

会議において正式承認された。 
本技術協力は、右枠組み文書中のアクションプランの一部として位置付けられ、本技術協力で策定

する「農業データ3定期報告制度」によって集約されるデータは、中央レベルにおいては、政府・ドナ

ー合同実施評価や、ASDP バスケット運営委員会等において、ASDP 全体の運営に係る意思決定に必要

な判断材料として提供される。さらに、県レベルにおいては、県政府が主体的に DADP の開発効果を

モニタリング・評価して計画の改訂に繋げるために、右制度を活用することが期待されている。この

ように、本技術協力は、ASDP 全体の効果的運営と、個別の DADP の質的改善に資する重要な制度の

構築を目指すものである。 

(3) 我が国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置付け 

我が国は、「貧困の削減」、「社会開発」、「経済的自立に向けた産業支援」等を対アフリカ援助の重点

課題としている。また、これに沿って現在改訂中の対タンザニア国別援助計画では、上位目標を「安

定的な経済成長と貧困削減の好循環の形成・促進」と定め、「成長と所得貧困削減」を重点課題とし、

中でも農業セクターを最重要セクターの 1 つと位置付けている。 

この重点分野の下、JICA はタンザニア国別事業実施計画において「農業セクター開発支援プログラ

ム」を策定し、1) 灌漑・稲作支援、2) セクタープロセス支援、3) 農業開発実施に係る県人材の育成

支援の 3 つのコンポーネントを協力の柱としており、本案件は 2) セクタープロセス支援、ならびに

3) 農業開発実施に係る県人材の育成支援の双方に位置付けられている。 

(4) 他ドナーとの関係 

    タンザニア国では援助協調及び援助調和化の動きが非常に活発であり、我が国も他ドナーと連携、  
協調し、ドナー間の共通認識を踏まえた上で農業分野における支援を続けてきており、ASDP バスケ

ット・ファンドに対する資金支援も行っている。一方、我が国は、従来の二国間協力によるプロジェ

クト型協力の有効性を認識しており、この ASDP バスケット・ファンドによる支援と二国間協力によ

る個々のプロジェクトは相互補完関係にあると位置付け、この主旨をタンザニア国政府及び他ドナー

と共有した。この共通認識に基づき、引き続き現場レベルでの協力成果の発現と、その面的拡大を推

進することとしている。 

４．協力の枠組み 

本協力は ASDP のモニタリング・評価枠組の中核的な機能である、村から中央に至る「農業データ定

期報告制度」を、農業セクター関連省庁間で統合された形で策定することを目指すものである。 
具体的には、各省、各部局間で調和が取られないままに運用されている現行の農業データの報告制度

を見直し、省庁間で統合された制度として策定する。続いて、モロゴロ州、ドドマ州を対象とし、制度

運用担当者の能力強化を図りながら試験運用を行うことよって制度改善を図る。さらに、改善された報

告制度の全国研修計画を策定し、「ASDP モニタリング・評価枠組み文書」に反映する。加えて、全国研

修計画が ASDP の年間活動計画に組み込まれることを確実にするべく、活動の進捗・達成状況を随時、

                                                  
3 「農業データ」の一例としては、主要作物の作付面積、生産量、家畜飼育頭数等が挙げられる。 
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政府・ドナー関係者と共有し、理解を形成する。 

(1) 協力の目標（アウトカム） 

ｱ. 協力終了時の達成目標（プロジェクト目標） 

「農業セクター開発プログラム（ASDP）」のモニタリング・評価制度の枠組みの中で、村から中央

に至る「農業データ定期報告制度」が整備される。 

＜指標＞ 

・モロゴロ州及びドドマ州内対象県の全てにおいて、改訂された「農業データ定期報告制度」で収集

されたデータの分析結果が「県農業開発計画（DADP）」の策定・改訂に活用される（2010/11 年度）

・モロゴロ州、ドドマ州政府内の試験運用対象県から地方自治庁を通じて農業セクター関連省庁に提

出される農業データの提出のタイミングとデータの質が、省庁担当官から「良好」4と評価される。

・「農業データ定期報告制度」の全国研修計画が、ASDP の年間活動計画書に掲載される（2010/11 年

度） 

ｲ. 協力終了後に達成が期待される目標（スーパーゴール） 

農業セクター開発プログラム（ASDP）が効果的に実施される。 

ｳ. 協力終了後に達成が期待される目標（上位目標） 

「農業データ定期報告制度」に基づき報告された農業データを用いて ASDP のモニタリング・評価

が適切に行われる。 

＜指標＞ 

・ASDP 実施状況調査及び農業セクターレビューにおいて、「農業データ定期報告制度」によって全

国から集められたデータが活用される。 
・「農業データ定期報告制度」によって集められたデータの分析結果を反映した DADP の数 

 

(2) 成果（アウトプット）と活動 

成果 1．農業セクター関連省庁間で統合された「農業データ定期報告制度案」が策定される。 

＜活動＞ 

1-1 既存の「地方自治体事業計画・監理基幹システム」を含め、村から中央に至る農業分野の各種

農業データに関する報告制度の詳細、運用状況を精査する。 

1-2 1-1 の結果に基づき、「農業データ定期報告制度」案の一部として、村から中央に至る共通報告

書フォーマット案を作成する。 

1-3  1-1、1-2 の結果に基づき、「県農業開発計画（DADP）」の計画策定へのフィードバック方法を

含めた「農業データ定期報告制度」案を改訂する。 
1-4 「農業データ定期報告制度」案に基づき、必要に応じ、既存の基幹システムの試験的改訂を行

う。 

＜指標＞ 

1-1  各ステークホルダー5からの意見の「農業データ定期報告制度」案への反映状況 

1-2  農業セクター関連省庁で統合された「農業データ定期報告制度」案の完成（2008 年**月まで）

  成果 2. モロゴロ州及びドドマ州内の州、県、郡、村の関係者が、農業データ定期報告制度案の運

用方法を習得する。 

＜活動＞ 

2-1 地方一括交付金制度、県農業開発計画制度との整合性に配慮しつつ、「農業データ定期報告制

度」案に係るガイドライン案を策定する。 

2-2 2-1 のガイドライン案に基づき、村から中央まで、各行政レベルの関係者向けの研修計画案を

作成する。 

2-3  「農業データ定期報告制度」案に関し、中央レベルの研修指導者を育成する。 

2-4  モロゴロ・ドドマの州政府および対象県において、農業担当官・企画官に対する研修を実施す

る。 

2-5  モロゴロ・ドドマ州における対象県内の郡・村レベル農業普及員に対する研修を実施する。 

                                                  
4 英文表記では「Satisfactory」。良好（satisfactory）の判断基準は、本技術協力の開始後、タンザニア国政府側関係者と協議の上、本指標 
の表現ぶりの変更を含めて検討の上、設定する。 

5 ASLMs 関連部局、モロゴロ・ドドマ州政府、試験運用対象県・郡・村及び関連ドナーを含む。 
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＜指標＞ 

2-1  モロゴロ州、ドドマ州内の州、県、郡、村の全ての関係者が「農業データ定期報告制度」案の

研修を受講する。 

2-2  研修参加者の理解度 

 

成果 3. モロゴロ・ドドマ州の州政府、対象県政府、対象県内の郡及び村での試験運用を通じ、「農

業データ定期報告制度」案が改訂される。 

＜活動＞ 

3-1  モロゴロ・ドドマ州の州政府、対象県政府、対象県内の郡及び村における「農業データ定期報

告制度」案の試験運用に関し、巡回指導を通じて支援を行う。 

3-2  中央省庁、モロゴロ・ドドマ州の州政府、対象県政府、それぞれのレベルに提出される報告書

の提出状況、報告書の内容、報告内容の集約方法、報告内容の事業へのフィードバック方法に

ついて精査を行う。 

3-3  モロゴロ・ドドマ州の州政府、対象県政府、対象県内の郡及び村の関係者を招集したワークシ

ョップを開催し、制度運用上の問題点を抽出する。 

3-4  試験運用の結果と教訓に基づき、「農業データ定期報告制度」案の改訂を行う。 

＜指標＞ 

3-1  試験運用に係る OJT 及び実施状況調査報告書の提出（2009 年**月まで） 
3-2  試験運用に係るステークホルダーワークショップ報告書が ASDP モニタリング・評価作業部

会に提出される（2009 年*月まで） 
3-3  改訂版「農業データ定期報告制度」文書の完成（2010 年**月まで） 

 

成果 4. 試験運用の結果と教訓に基づき、「ASDP モニタリング・評価枠組み文書」が改訂される。 

＜活動＞ 

4-1  改訂された「農業データ定期報告制度」案に基づき、全国研修の実施計画案を作成する。 

4-2  改訂された「農業データ定期報告制度」案に基づき、2-1 のガイドラインを改訂する。 

4-3  4-1、4-2 の結果に基づいて、「ASDP モニタリング・評価枠組み文書」の改訂を行う。 

＜指標＞ 

4-1  実施体制、予算措置を含む全国研修計画案の完成（2008 年**月まで） 
4-2  改訂版「ASDP モニタリング・評価枠組み文書」の完成（2010 年**月まで） 

 
成果 5. 本技術協力の進捗、実績が、中央・地方政府関係者ならびにドナー関係者と共有される。

＜活動＞ 

5-1  本技術協力の活動の進捗について、常に ASDP モニタリング・評価作業部会において共有する。

5-2  本技術協力の活動の実績について、農業セクター諮問会議等、セクターレベルの会議において、

報告する。 

5-3 地方自治庁ないし農業セクター関連省庁主催による、全国の地方自治体関係者を対象としたセ

ミナーや貧困モニタリング制度6下の行政データ作業部会等の機会を利用し、本技術協力の活

動の実績を共有する。 
＜指標＞ 

5-1 本技術協力の進捗や達成の記録が ASDP モニタリング・評価作業部会において定期的に共有

される。 

5-2  各種ワークショップ、セミナー、会議における報告実績 

 

(3) 投入（インプット） 

ｱ. 日本国側 

1) 専門家  1 年目：30MM、2、3 年目：各 24MM  計 78MM 

チーフ・アドバイザー、組織・制度改善、業務調整 

モニタリング・評価、行政データ管理 

2) 機材供与：プロジェクト活動に必要な機材（車輌、研修用機材、事務機器等） 

 

                                                  
6 タンザニア国における第 2 世代の貧困削減戦略書である「成長と貧困削減のための国家戦略書（NSGRP）」の実施をモニタリングする 

ための枠組み 
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3) 本邦研修：4 名（4 農業セクター関連省庁から 1 名ずつ派遣）×0.5 カ月×2 回（年間） 
【想定される研修分野】 

1 年目：地方農政/農業政策評価/畜産政策評価/農業マーケティング戦略 
2 年目：行政データ管理/農業統計/畜産統計/農産物市場調査手法 

4) 在外事業強化経費：2,000 万円×3 年間 
5) 調査団派遣：運営指導調査、終了時評価調査 

ｲ. タンザニア国側 

1) 担当者の配置 

・関係省庁局・部長： 

各農業セクター関連省庁政策計画局長 

地方自治庁セクター調整局長、地方政府局長 

産業・貿易・マーケティング省商品マーケティング局長 

国家統計局農業統計部長 

・ASDP モニタリング・評価作業部会 

各農業セクター関連省庁のモニタリング・評価、統計、情報管理部局職員、地方自治庁セクター

調整局職員、国家統計局農業統計部職員 

2) 専門家のための執務スペース：農業省政策計画局、地方自治庁内 

3) ローカルコスト負担 

研修実施に必要な政府側担当者の旅費、燃料費等、プロジェクト活動に必要な費用に関し、農業

セクター関連省庁は、ASDP バスケット・ファンドから必要な予算を確保する。 
4) 円滑な業務引継ぎの担保 

協力期間中に本プロジェクトの中央政府担当者、あるいは、パイロット州・地方政府内の試験運

用実施担当者が異動・退職する場合には、業務内容及びノウハウに係る引継ぎを適切に行う。 

 

(4) 外部要因（満たされるべき外部条件） 

ｱ. 前提条件： 

・ASDP モニタリング・評価作業部会において「ASDP モニタリング・評価枠組み文書」が完成する。

ｲ. 成果(アウトプット)達成のための外部条件： 

・モロゴロ州及びドドマ州の試験運用対象県及び各対象県内の郡、村において、本計画に関わる 試

験運用担当者が指名され、本計画の活動に参加する。 

ｳ. プロジェクト目標達成のための外部条件： 

・試験運用の対象県・村が、農業データの収集・報告に必要な予算を計上、執行する。 

・「農業データ定期報告制度」を含む、改訂「ASDP モニタリング・評価枠組文書」が、農業セクタ

ー関連省庁局長会議において承認される。 

ｴ. 上位目標達成のための外部条件 

・全国研修計画に基いて研修が実施される。 

ｵ. スーパーゴール達成のための外部条件 

・ASDP 枠組みの下で、農業投資が計画通り実施される。 

５．評価 5項目による評価結果 

本案件は、以下の評価 5 項目による評価結果から協力実施の妥当性が高いと判断される。 

(1) 妥当性 

・本案件は、タンザニア国の「農業セクター開発プログラム（ASDP）」の目標（アウトカム）の達成

を把握するために欠かすことのできない、モニタリング・評価制度の確立のために、右制度の重要

な機能である「農業データ定期報告制度」の構築を支援するものであり、かつ、右制度の構築は、

上位政策である NSGRP の達成状況をモニタリング・評価することにも役立つ。 
・現在改定中の新国別援助計画において、農業セクターは最重点支援セクターとして位置付けられて

いる。また、JICA は国別事業実施計画において、「農業・零細企業の振興」を援助重点分野とし、

農業セクターの中心的ドナーの 1 つとして、ASDP の実施を支援する方針を掲げており、本案件は  
いずれの計画の方向性にも合致している。 
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・また、支援のアプローチとして、政策支援とプロジェクト支援との組み合わせによるフィールドで 
の実施を通じて得た課題を中央の政策支援業務に反映させるという、いわゆる｢タンザニア・モデ

ル｣の実現に極めて有効な投入となる。また、我が国も拠出している ASDP バスケット・ファンド

の有効性を実証的に確認する為にも、モニタリング・評価制度整備の過程を通じて定期的に得られ

る正確な農業データが不可欠であることから、本技術協力の実施価値は高い。 
・我が国は、2000 年のセクターワイドアプローチ（SWAPs）の開始以来、タンザニア国農業セクター

プログラムの形成、実施のプロセスにおいて、農業関連ドナーの中で一貫して主導的役割を果たし

ており、これまでの協力の中で知見、ノウハウを蓄積している。特に、農業セクター担当企画調査 
員が ASDP モニタリング・評価作業部会のドナー側メンバーとして、「ASDP モニタリング・評価 
枠組み文書」の作成に関与してきており、そこで得られた経験・情報を本技術協力に活かすことが

できる。また、欧米型の技術支援（TA）に一般的に見られるコンサルタントの集中投入による短期

間の役務代替的支援では、本技術協力で予定しているような、長期間に亘る地道な取り組みによっ

て先方政府関係者の能力向上を果たすことは困難であり、日本型技術協力手法が有効であるといえ

る。 
・モロゴロ州とドドマ州を「農業データ定期報告制度」案の試験運用対象地域とすることは、以下の

理由により妥当であるといえる。第一に、両州は、これまでにドナーから受けてきた農業分野の援

助の規模（量的・面的）において、対照をなす地域である。ダルエスサラームから近く、自然条件 
にも恵まれたモロゴロ州が、これまで最も多くのドナーの支援を受けてきた州であるのに対し、ド

ドマ州は、最も農業開発分野の支援が少ない 4 州（本土 21 州中）の 1 つに数えられている。この

ような違いを持つ両州に対する支援を行うことにより、同様に被援助経験で大きなバラツキがある

他の 19 州に対して全国展開を図る上で、貴重な教訓を得ることができるといえる。第二に、両州

は本土各地からの交通の便に優れており、農業セクター関連省庁が地方行政官を対象とした研修や

セミナーを開催するのにふさわしい地域であるため、本技術協力の終了後に全国展開をする上で、

モロゴロ州・ドドマ州は、非常に適したモデル・サイトになり得るといえる。 
 

(2) 有効性 

本技術協力は、以下の理由から有効性が見込まれる。 

・①県レベルでの農業データの計画策定へのフィードバックの有無、②農業データの中央レベルの  

「ユーザー」である担当官が、データ提出のタイミングとデータの質を「良好」と評価する、とい

う 2 つの指標によって、県と中央それぞれのレベルでの報告制度の有用性を評価しつつ、③右制度

の全国研修計画が ASDP の年間活動計画に組み込まれることを、第 3 の指標として設定することに

よって、プロジェクト目標である「ASDP のモニタリング・評価制度の内、村から中央に至る農業

データ定期報告制度が整備される」が明確に定義されている。 
・プロジェクト目標の達成のためには、まず、省庁間で統合された制度案を策定すること（成果 1）

はもちろん、限られた地域において、制度運用担当者の能力強化を図りつつ（成果 2）、試験運用を

行うことよって制度改善を図る（成果 3）ことが必要である。また、右制度の全国展開のためには、

改善された「農業データ定期報告制度」と、その全国研修計画が「ASDP モニタリング・評価枠組

み文書」に反映される（成果 4）ことが不可欠である。さらに、活動の進捗・達成状況を随時、政

府・ドナー関係者と共有し、理解を形成すること（成果 5）によって、成果 4 の達成、さらには全

国研修計画を ASDP の年間活動計画に組み込むこと（プロジェクト目標指標の 3 番目）が可能とな

る。以上から、本プロジェクトは、目標を達成するために十分なアウトプットが計画されていると

いえる。 
・DADP 実施のために中央から県政府に対して配布される予算の一部を、モニタリング・評価活動に  
使用することが定められていることに加え、本技術協力の試験運用対象地域の選定にあたっては、

県政府の予算措置の用意を含めた、試験運用参加への「意欲」を選定基準として設ける予定である。

一方、村レベルの経常予算の増額の見込みは不透明であるが、本技術協力では、村レベル農業普及

員の活動費用の制約を所与のものとして「農業データ定期報告制度」を設計する。以上から、外部

条件「パイロット県・村が、農業データの収集・報告に必要な予算を計上、執行する」が満たされ

る可能性は高い。 
 

(3) 効率性 

本技術協力は、以下の理由から効率的な実施が見込まれる。 
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・本技術協力がセクター全体に関係する課題に対応する必要があることから、実施機関を特定の省庁 
のみとすることは不可能であり、4 つの農業セクター関連省庁の全てを実施機関としている。これ  
に加え、中央、州、県、郡、村の 5 階層の関係者に対して制度の周知と実施のための技術指導を行

うため、常に多大な調整業務が発生する。成果の達成に必要となる計画された活動を実施していく 
ためには、本計画における 1 年目に年間 30 人月、2、3 年目に年間 24 人月という投入量は、妥当な

投入量である。 
・ガイドラインを策定し、対象地域において実証（試験運用）を行う本技術協力と類似の活動を含む 

JICA プロジェクトにおいて、長期専門家を 2～3 名程度、さらに複数の短期専門家が投入されてい

るケースと比較し、上記の通り本技術協力が 4 省庁に跨り、実施調整についてより困難度の高い枠  
組みにおいて実施されることを考慮すると、本技術協力は同種の協力との比較においてより効率的 
な投入を計画しているといえる。 

・本技術協力で供与を予定している機材は、専門家の活動に必要となる農業省（ダルエスサラーム）

と地方自治庁（ドドマ）に配置する車輌（4WD）2 台、両省、モロゴロ州、ドドマ州政府、4 つの 
試験運用対象県に配置する基本的なオフィス機器類（PC、コピー機、プリンター等）が中心となる。

また、試験運用対象県レベルでの活動に必要なオフィス機材、県が郡、村レベルの実施モニタリン

グを行う際に使用する車両等については、「県農業開発計画（DADP）」に対する能力育成用予算7を

充当し、県政府に対する機材供与は最低限の投入に抑えるよう県政府と調整を行う。 
・本案件実施に先立ち、ASDP モニタリング・評価作業部会でのモニタリング・評価制度枠組み策定

の過程において、既存の農業データ定期報告の実態を相当程度把握している。また、農業省、畜産

開発省の政策・計画局の統計ユニットでは、それぞれの省の定期報告制度の見直し作業を進めてお

り、これらの作業のアウトプットを効率的に活用することができる。よって、農業セクター関連省

庁間で統合された「農業データ定期報告制度」案の確立を、案件立ち上げ後の約半年間で行うこと

は十分可能である。 
・モロゴロ州、ドドマ州の州・県政府担当官、郡・村レベル農業普及員に対し、「農業データ定期報告

制度」案に基づき、それぞれの階層に応じた研修カリキュラムの作成を行い、各行政レベルで求め

られる業務内容の習得を図る。特に農業普及員については、現在、タンザニア国政府が村レベルの

空席（約 11,000 人）解消を目的とした大量の新規育成・採用、ならびに現職普及員の再教育を計画

していることから、本技術協力が単独で研修を実施する場合と比較し、これら新規採用・現職普及

員の研修計画の一部に、右カリキュラムを盛り込むことで、研修実施経費を抑制することが可能と

なるような研修制度を構築するべく、関係各省各局との調整を行う。 
 

(4) インパクト 

この案件のインパクトは、以下のように予測できる。 

・本技術協力で策定する「農業データ定期報告制度」の全国研修計画を、ASDP 年間活動計画へ組み

 込むことにより、全国展開に必要な経費を ASDP バスケット・ファンドから確保することが可能と

なることから、「農業データ定期報告制度」の活用が確実に全国に広まることが期待される。 
・本技術協力で策定する「農業データ定期報告制度」では、末端から中央へのデータの「提供」のみ

ならず、県や中央レベルでの計画策定プロセスに、収集したデータの分析結果を反映させる仕組み

を構築することを目指している。この仕組みが機能することにより、県レベルでの農業開発事業の

質の向上、中央レベルでは、ASDP の全体計画の改善が期待できる。 
・さらに、ASDP モニタリング・評価作業部会において、国家統計局と調整を行いつつ、関連システ 
ムである「地方行政モニタリング・データベース（LGMD）」の改善を図ることにより、「農業デ

ータ定期報告制度」で収集されるデータを NSGRP の達成状況のモニタリング・評価に使用すること

が可能になると期待される。 
 

(5) 自立発展性 

以下の通り、本技術協力による効果は、相手国政府により協力終了後も継続されるものと見込まれ

る。 

ｱ. 技術面 

本技術協力は、各農業セクター関連省庁の既存の制度を整理・統合した「農業データ定期報告制度」

の構築・定着を目指すものであり、高度な技術の移転を目指すものではない。ただし、右制度は、現

                                                  
7 県農業開発計画（DADP）向け予算の内、政府予算から配分される県の能力育成（人材、機材等を含む）に使用される予算。 
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在、地方自治庁により、地方政府改革プログラム（LGRP）の一環として導入が進められている LGMD
の活用を想定しているため、試験運用対象県の担当職員には、必要に応じて LGMD 運用技術に係る

研修を本技術協力の中で実施する。さらに、プロジェクト専門家より地方自治庁に働きかけつつ、地

方行政分野企画調査員等を活用して LGRP の関係ドナー間の問題意識の醸成を図ることにより、右シ

ステムの全国展開を促進させることで、本技術協力で策定する「農業データ定期報告制度」の技術的

自立発展性の確保が期待できる。 

ｲ. 組織・制度面 

本技術協力は、「ASDP モニタリング・評価枠組み文書」の中のアクションプランの 1 つとして位

置付けられ、策定する「農業データ定期報告制度」は、完成後、「ASDP モニタリング・評価枠組み

文書」の一部として位置付けられ、運用される確度は非常に高い。また、本技術協力の実施担当者と

なる ASDP モニタリング・評価作業部会の政府側メンバーは、農業セクター関連省庁及び国家統計局

のモニタリング・評価、統計、情報管理に関わる行政官から構成されており、彼らが下位の各行政機

関への技術指導の中心となることを想定している。このように実施運営が制度的に担保されることに

より、案件終了後も協力を通じた知見が、各省のモニタリング・評価関係担当者に残され、ASDP に

おける制度が継続されていくことが十分に期待できる。 

  ｳ. 財政面 

現在、ASDP バスケット・ファンドに対しては、5 つのドナー8が資金を投入している。初年度（2006/7
年予算）は、IFAD と世銀が組織内の資金拠出手続きの遅延等により、バスケット・ファンドへの資

金投入が滞ったこともあり、計画が十分に進捗しなかったが、2 年目にあたる 2007/8 年度は、年度当

初からの円滑な実施が期待されている。今後、ASDP バスケット・ファンドに対する支援は、アイル

ランド国が増額を表明し、日本国もこれまでの食糧増産援助（2KR）の見返り資金からの拠出から、

ノンプロジェクト無償資金（貧困削減支援無償）からの拠出を検討している。本技術協力で策定する

「農業データ定期報告制度」の全国研修計画を、ASDP の年間活動計画へ組み込むことにより、全国

展開に必要な予算を上記の ASDP バスケット・ファンドから確保することが可能であることから、高

い財政的自立発展性が期待できる。 

６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

・「ASDP モニタリング・評価枠組み文書」のショートリスト（制度運用当初から測定を行う指標群）の

アウトカム指標の 1 つとして、「契約生産や生産・販売組合に参加する小自作農貧困農民の割合」とい

う指標が含まれていることから、この指標を、「農業データ定期報告制度」で測定するよう制度設計を

行う。また、右指標は、NSGRP の農業分野指標としても位置付けられていることから、本指標に関す

るデータについては国家統計局とも共有がなされるよう、関係者間の調整を行う。 
・「ASDP モニタリング・評価枠組み文書」のショートリストのアウトプット指標に、ジェンダー関連指

標として、「（村の）経済・環境・土地委員会における女性および青年委員の割合」が含まれているこ

とから、この指標を、「農業データ定期報告制度」で測定するよう制度設計を行う。また、本技術協力

の活動 1-1、1-2 の一部として収集すべき農業データの整理を行う際に、上記指標の内容以外のジェン

ダー関連データを新たに組み込むことを検討する。 
・「ASDP モニタリング・評価枠組み文書」のショートリストに、環境関連の指標として「環境管理セミ

ナーの実施回数」が挙げられていることから、この指標を、「農業データ定期報告制度」で測定するよ

う制度設計を行う。また、本案件の活動 1-1、1-2 の一部として収集すべき農業データの整理を行う際

に、上記指標の内容以外の環境関連データを新たに組み込むことを検討する。 

７．過去の類似案件からの教訓の活用 

(1) 開発調査「地方開発セクタープログラム策定支援調査 2」（2005 年 11 月～2008 年 12 月） 
本開発調査は、これまで ASDP モニタリング・評価作業部会による ASDP モニタリング・評価枠組

み作りを支援してきたが、作業部会の事務局役を果たしている農業省政策・計画局モニタリング・評

価担当の調整能力が低く、複数の省庁に跨る関係者間の情報共有を図るため、コンサルタント団員が

関係者調整にかなりの時間・労力を割く必要があった。同様に、本技術協力の専門家も ASDP モニタ

リング・評価作業部会メンバー間の調整業務を支援することが求められるため、十分な支援を行うだ

けの専門家の投入量を確保する必要がある。 
 

                                                  
8 EU、IFAD、アイルランド国、日本国及び世銀 
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(2) 技術協力プロジェクト「モロゴロ州保健行政強化計画」（2001 年 4 月～2007 年 3 月） 
現在、地方行政改革プログラムの下、中央政府（州を含む）の役割を縮小し、県政府の機能・権限

を強化する方向で地方分権化が進められているが、モロゴロ州政府及び同州政府内各県の保健管理チ

ームの行政能力強化を目的とした標記協力では、県政府に対する州政府の技術面、行政面での支援の

重要性が再認識された。一方で、右協力の終了時評価において、人員・予算が大幅に削減されたため、

州政府が期待される支援を行えないという問題も指摘されている。この問題は、農業セクターにも当

てはまるため、地方自治庁に対して、特に試験運用対象のモロゴロ州・ドドマ州の農業担当官の人員

配置、予算措置を適切に行うよう、働きかける必要がある。 

８．今後の評価計画 

・運営指導調査 ：プロジェクト開始から 1 年 6 カ月後を目処に実施する。 
・終了時評価調査：プロジェクト終了の 3 カ月前を目処に実施する。 
・事後評価調査：プロジェクト終了後 3 年後を目処に実施する。  
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第１章 事前評価調査の概要 

 

１－１ 調査団派遣の背景 

(1) タンザニア国農業セクターの概要 

タンザニア連合共和国（以下、「タンザニア国」）における農業は、GDP の約 50％、

輸出総額の約 75％を占めるとともに、国内労働人口の約 80％以上が従事する基幹

産業であるが、大部分が天水に依存する小規模生産形態であることもあり、旱魃

等の自然条件の変動に農業生産が大きく左右されている。さらに、コーヒー、サ

イザル等、伝統的輸出産品の交易条件の悪化、財政悪化による補助政策の縮小、

農業・経済インフラの未整備、農業支援サービスの不活性等により農業生産性・

農家の収益性は低位に留まっている。  

こうした現状を改善するため、タンザニア国政府は「貧困削減戦略書（PRSP：

2000 年）」及び第 2 世代「貧困削減戦略（PRS）」である「成長と貧困削減のため

の国家戦略（NSGRP：National Strategy for Growth and Reduction of Poverty：2005

年）」において、農業セクター開発を、貧困削減及び経済成長のための重要課題と

位置付け、「農業セクター開発戦略（ASDS）」を策定し、①農業の生産性及び収益

性の向上、②パブリック・プライベート・パートナーシップ、③地方分権化の 3

点を改革の方向性として示した。そして、ASDS を実現するための開発計画とし

て「農業セクター開発プログラム（ASDP）」を策定し、ASDP バスケット・ファ

ンドを設置して、「県農業開発計画（DADP）」に沿った開発予算の配分を行って

いる。  

 

(2) ASDP における本技術協力の位置付け  

ASDP の効果を把握するためには、既存のデータ収集とモニタリング・評価制

度によって現場レベルの開発活動の効果を把握し、データの整理と分析を行うこ

とが不可欠であるが、現在、性急に進められている地方分権化の影響もあり、村

から中央に至る農業定期データ（Agricultural Routine Data）の収集、報告の制度

が十分に機能していない。そのため、現場レベルの報告が中央の農業セクター関

連省庁にまで的確に届いておらず、また、各省庁、あるいは一省内の各局が、相

互の調整無しに、地方政府に対して、直接、データの報告を依頼することが常態

化している。  

このような状況を改善するため、ASDP におけるモニタリング・評価の制度枠

組み及びモニタリング・評価を円滑かつ機能的に実施するための人材育成方法に

ついて検討することを目的に、農業セクター関連省庁（ASLMs）と関連ドナーと

の合同のモニタリング・評価作業部会が立ち上げられた。しかし、モニタリング・

評価制度に係る ASDP の予算が限られていることに加え、バスケット・ファンド

による財政支援のみでは、ASDP モニタリング・評価制度枠組みの運用に不可欠

な、政府関係者の能力強化を行うことは困難であるため、農業・食糧保障・協同

組合省（以下、「農業省」）は、我が国に対する技術協力を要請した。  
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その後、同作業部会は、独立行政法人国際協力機構（以下、「 JICA」）が派遣し

た農業セクタープログラム企画調査員及び開発調査「地方開発セクタープログラ

ム策定支援調査 2」の本格団員等の支援を受けつつ、「ASDP モニタリング・評価

枠組み文書」の作成を進めてきた。2007 年 7 月には政府・ドナー関係者からの意

見も踏まえた上で最終ドラフトを完成し、8 月 29 日の農業セクター関連省庁局長

会議において正式承認された。  

本技術協力は、右枠組み文書中のアクションプランの一部として位置付けられ、

本技術協力で策定する「農業データ 1定期報告制度」によって集約されるデータは、

中央レベルにおいては、政府・ドナー合同実施評価や、ASDP バスケット運営委

員会等において、ASDP 全体の運営に係る意思決定に必要な判断材料として提供

される。さらに、県レベルにおいては、県政府が主体的に DADP の開発効果をモ

ニタリング・評価して計画の改訂に繋げるために、右制度を活用することが期待

されている。このように、本技術協力は、ASDP 全体の効果的運営と、個別の DADP

の質的改善に資する重要な制度の構築を目指すものである。  

 

(3) 我が国援助政策との関連、 JICA 国別事業実施計画上の位置付け 

我が国は、「貧困の削減」、「社会開発」、「経済的自立に向けた産業支援」等を対

アフリカ援助の重点課題としている。また、これに沿って現在改訂中の対タンザ

ニア国別援助計画では、上位目標を「安定的な経済成長と貧困削減の好循環の形

成・促進」と定め、「成長と所得貧困削減」を重点課題とし、中でも農業セクター

を最重要セクターの 1 つと位置付けている。  

この重点分野の下、JICA はタンザニア国別事業実施計画において「農業セクタ

ー開発支援プログラム」を策定し、1) 灌漑・稲作支援、2) セクタープロセス支

援、3) 農業開発実施に係る県人材の育成支援の 3 つのコンポーネントを協力の柱

としており、本案件は 2)セクタープロセス支援、ならびに 3) 農業開発実施に係

る県人材の育成支援の双方に位置付けられている。  

 

(4) 他ドナーとの関係 

タンザニア国では援助協調及び援助調和化の動きが非常に活発であり、我が国

も他ドナーと連携、協調し、ドナー間の共通認識を踏まえた上で農業分野におけ

る支援を続けてきており、ASDP バスケット・ファンドに対する資金支援も行っ

ている。一方、我が国は、従来の二国間協力によるプロジェクト型協力の有効性

を認識しており、この ASDP バスケット・ファンドによる支援と、二国間協力に

よる個々のプロジェクトは相互補完関係にあると位置付け、この主旨をタンザニ

ア国政府及び他ドナーと共有した。この共通認識に基づき、引き続き現場レベル

での協力成果の発現とその面的拡大を推進することとしている。  

農業セクター開発プログラム（以下、「ASDP」）の成果を把握するためには、既

存のデータ収集とモニタリング・評価（以下、「M&E」）制度によって現場レベル

                                                   
1 「農業データ」の一例としては、主要作物の作付面積、生産量、家畜飼育頭数等が挙げられる。  
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の開発活動の効果を把握し、情報の整理と分析することが不可欠であるが、性急

に進められている地方分権化の影響もあり、村から中央に至る農業データ

（Agricultural Routine Data）の収集、報告の制度が十分に機能しておらず、中央

の農業セクター関連省庁 2（以下、「ASLMs」）にまで、現場レベルの報告が的確に

届いていない。また、そのために、各 ASLM、場合によっては一省内の各局が、

相互の調整無しに、地方政府に対して、直接、データの報告を依頼することが常

態化している。  

このような状況を改善するため、ASDP における M&E の制度枠組み、M&E を

円滑かつ機能的に実施するための人材育成方法について検討することを目的に、

ASLMs と関連ドナーとの合同の作業部会が立ち上げられた。しかし、M&E 制度

に係る ASDP の予算が限られていることに加え、バスケット資金により財政支援

のみでは、何らかの技術支援無しには、右作業グループで検討される M&E 制度

の枠組み作りと、政府関係者の能力強化が困難であることから、農業・食料保障・

協同組合省（MAFC）は我が方に対する技術協力を要請した。  
 

１－２ 調査目的 

(1) 案件の立ち上げを目指して、現地関連機関との調整及び情報収集を行うととも 

に、 協力の構想について先方とミニッツで確認する。 

(2) 本プロジェクトの要請の背景及び上位計画との整合性を確認すると共に、プロ 

ジェクトの実施体制について、ドナー協調に留意しつつ、先方政府と協議を行い、  

合意の上、基本計画を策定する。 

(3) プロジェクトの妥当性の確認のため、評価 5 項目の視点で評価を行う。特にプ   

ロジェクト実施の妥当性について調査する。  

 

１－３ 調査団の構成 

No. 氏  名 担当分野 所属 

1 柏谷 亮 総括 JICA タンザニア事務所 所長 

2 田澤 裕之 農業行政 
農林水産省大臣官房国際部国際協力課  

海外技術協力官 

3 星 弘文 
農業セクター

プログラム 
JICA タンザニア事務所 企画調査員  

4 小林 知樹 地方行政 JICA アフリカ部 東部アフリカチーム  
5 甲賀 大吾 調査企画 JICA タンザニア事務所 所員  

 

１－４ 調査期間 

平成 19 年 6 月 1 日～平成 19 年 6 月 13 日（調査日程は、付属資料 1 参照）  

                                                   
2 日常的には、農業・食料保障・協同組合省（MAFC）、漁業・畜産開発省（MFLD）、産業貿易マーケティン   

グ省（MITM）及び首相府地方自治庁（PMO-RALG）の 4 省を指す。ASDP バスケットの政府文書には、水・  
灌漑省（MoWI）を含む 5 省としているが、日常業務において ASLMｓと言った場合、右の 4 省のみを指す。  
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第２章 協議概要 

 

事前評価調査団により、以下のプロジェクト協力の枠組みが合意された。 

 

２－１ プロジェクトの戦略 

(1) ASDP の制度的枠組みへのアラインメント  

・ASDP モニタリング・評価（M&E）作業部会を通じた活動実施 

・ASDP バスケット運営委員会への進捗・実績報告 

(2) 農業関連省庁の既存の農業データ定期報告制度の集約・調整 

(3) 試験運用を通じた、農業データ定期報告制度案の改善（モロゴロ州・ドドマ州） 

(4) 出口戦略としての全国研修実施計画の策定（研修実施体制、予算措置を含む） 

 

２－２  関連機関・組織の役割 

(1) 農業・食料保障・協同組合省（MAFC）、畜産開発省（MLD）、産業貿易マーケ  

ティング省（MITM）  

MAFC、MLD、MITM は、それぞれの既存の農業データ定期報告制度の見直し、

調整を行いつつ、統合された農業データ報告制度の開発に中心的な役割を果たす。

特に、MAFC は主管官庁として、各農業関連省庁間の共通認識の統一を図りつつ、

本協力の実施プロセスを主導する。  

 

(2) 首相府地方自治庁（PMO-RALG） 

PMO-RALG は、地方政府局とセクター調整局を通じて、各セクター省庁と地方

自治体との共通認識の統一を図るとともに、モロゴロ州・ドドマ州で行う統合さ

れた農業データ制度案の試験運用の実施について、州・県・郡・村、各行政レベ

ルとの調整を行う。また、経営情報システム（MIS）局は、右制度案が、既存の

地方自治体計画策定・報告、モニタリングシステムとの整合性を保つよう調整を

行う。  

 

(3) ASDP バスケット運営委員会 

本委員会は、農業関連省庁間調整会議（次官級）メンバー、財務省、経済・計

画・能力開発省、バスケット支援ドナーから構成され、MAFC の政策計画局長が

事務局を務める、ASDP バスケット・ファンドの運用全体を監督する委員会であ

る。本協力においては、ASDP の制度的枠組みへのアラインメントを明確にする

目的から、 JICA の技協で通常設置している合同調整委員会（ JCC）の機能を、右

バスケット運営委員会が代替する。  

 

(4) ASDP モニタリング・評価（M&E）作業部会  

ASDP M&E 作業部会は、現在作成を進めている ASDP M&E 枠組み文書の完成後、

同フレームワークの全国的な運用を推進することが期待されている。本協力は、
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この業務の一環として位置付けられ、作業部会メンバーは、本協力の中核的メン

バーとして、活動の実施担当となる。また、日本人専門家も、同作業部会のメン

バーとして位置付けられ、右作業部会の毎回のミーティングにおいて、活動の進

捗状況を共有する。  

 

２－３ プロジェクト基本計画（案） 

(1) スーパーゴール 

ASDP が効果的に実施される。 

(2) 上位目標 

農業セクター開発プログラム（ASDP）のモニタリング・評価（M&E）におい

て、農業データが全国的に、有効に活用される。  

(3) プロジェクト目標 

ASDP の M&E 制度の内、村から中央に至る農業データ定期報告制度が整備され   

る。  

(4) 成果 

1) 農業関連省庁間で統合された農業データ定期報告制度案が策定される。 

2) パイロット州、県、郡、村の関係者が農業データ定期報告制度案の運用方法を

習得する。 

3) パイロット州、県、郡、村での試験運用を通じ、農業データ定期報告制度案が

改訂される。 

4) 試験運用の結果に基き、ASDP M&E 枠組み文書が改訂される。 

5) プロジェクトの進捗、実績が、中央・地方政府関係者ならびにドナー関係者と 

共有される。 

(5) 活動 

1-1. 既存の地方自治体事業計画・監理基幹システムを含め、村から中央に至る

農業分野の各種農業データ報告制度の詳細、運用状況を精査する。 

1-2.  1-1 の結果に基づき、農業データ定期報告制度案の一部として、村から中

央に至る共通報告書フォーマット案を作成する。 

1-3.  1-1、1-2 の結果に基づき、県農業開発計画（DADP）の計画策定へのフィ

ードバック方法を含めた農業データ定期報告制度案を改訂する。 

1-4.  農業データ定期報告制度案に基づき、必要に応じ、既存の基幹システムの

試験的改訂を行う。 

2-1.  地方一括交付金制度、県農業開発計画制度との整合性に配慮しつつ、農業

データ報告制度案に係るガイドライン案を策定する。 

2-2.  2-1 のガイドライン案に基づき、村から中央まで、各行政レベルの関係者

向けの研修計画案を作成する。 

2-3.  農業データ報告制度案に関し、中央レベルの研修指導者を育成する。 

2-4.  特定の州及び県において、農業担当官・企画官に対する研修を実施する。 
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2-5.  特定の州及び県内の郡・村レベル農業普及員に対する研修を実施する。 

3-1.  特定の州、県、郡、村における農業データ報告制度案の試行運用に関し、

巡回指導を通じて支援を行う。 

3-2.  中央省庁、特定の州、県、それぞれのレベルに提出される報告書の提出状

況、報告書の内容、報告内容の集約方法、報告内容の事業へのフィードバ

ック方法について精査を行う。 

3-3.  対象州、県、郡、村の関係者を招集したワークショップを開催し、制度運

用上の問題点を抽出する。 

3-4.  試行運用の結果と教訓に基づき、農業データ報告制度案の改訂を行う。 

4-1.  改訂された農業データ報告制度案に基づき、全国研修の実施計画案を作成

する。 

4-2.  改訂された農業データ報告制度案に基づき、2-1 のガイドラインを改訂す

る。  

4-3.  4-1、4-2 の結果に基づいて、ASDP M&E 枠組み文書の改訂を行う。 

5-1.  プロジェクト活動の進捗について、常に ASDP M&E 作業部会において共有

する。  

5-2.  プロジェクト活動の実績について、農業セクター諮問会議等、セクターレ

ベルの会議において、報告する 

5-3.  地方自治庁ないし農業関連省庁主催による、全国の地方自治体関係者を対

象としたセミナー等の機会を利用し、プロジェクト活動の実績を紹介する。 

 

２－４ 日本国側投入 

・専門家指導分野 

チーフ・アドバイザー /組織・制度改善、業務調整 /モニタリング・評価、  

行政データ管理  

・在外事業強化費 

・活動に必要な機材 

・研修員受入 

 

２－５ 試験運用対象地域  

本協力中で改善を行うモニタリング・評価枠組みの試験的運用及び策定する研修計

画案の実証の対象地域については、ダルエスサラームからのアクセスを考慮して、モ

ロゴロ州、ドドマ州の両方を対象地域とする（なお、同州内の県及びその下の郡、村

の選定については、追って政府側と調整の上、決定する）。  

 

２－６ 専門家の執務スペース 

タンザニア国側は、MAFC 政策・計画局内、PMO-RALG 内及びモロゴロ州・ドドマ

州政府内に、専門家の執務スペースを確保する。 
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第３章 協力分野の現状と課題 

 

３－１ タンザニア国の援助環境下でのプロジェクト型支援実施 

過去、タンザニア国では、資源・人材を開発に活用することへの政治的コミットメ

ントが弱く、行政能力も極めて低い中、連携なきままにドナーや NGO によるプロジ

ェクトが乱立し、開発資源が非効率的に費やされ、その効果も限定的であった。その

反省を踏まえ、タンザニア国政府の主導の下、各ドナーの援助手続きの調和化、タン

ザニア国政府システム等への整合化の推進を規定する「タンザニア共同支援戦略

（ JAST）」が策定され、その骨子を覚書（MoU）として、タンザニア国政府及び我が

国を含む各ドナーが署名している。  

また、JAST では、財政支援（一般財政支援＋バスケット・ファンド）が好ましい援

助形態とされ、援助の中で大きな比重（予算ベースで援助総額中約 6 割を計上）を占

め、主要な援助形態となっている。財政支援は、政府機能の根幹である、「戦略策定→

予算策定→執行→評価→フィードバック」といった一連のサイクルを、政府自らが確

立し実施することを包括的に支援するものである。日本国を含むドナーは、その枠組

み作りと実際の運営のために必要な資源（予算）を直接支援している。  

こうした援助協調の更なる進展により、農業セクター全体の開発動向に直接的な影

響が及ぶことはもちろん、タンザニア国政府が推進する地方行政改革プログラムや公

共財政改革プログラム等の各種改革プログラムを通じ、中央・地方レベルの関係機関

の実施体制に変化をもたらすことも考えられる。従い、本案件の実施に際しては、農

業セクターの開発動向のみならず、タンザニア国における援助協調全般に関する情報

収集・分析を日常的に行う必要がある。  

一方、技術協力等の従来のプロジェクト型支援は、タンザニア国政府の政策的枠組

みとの調整がないものが多かったことから、タンザニア国関係者の取引費用を増大さ

せるとして、歓迎されない援助形態として見做されている。しかしながら、我が国は、

技術協力プロジェクトを政策的枠組みの中に適切に組み込むことによって、財政支援

と相互補完的に進めることにより相乗効果が発揮できるという考えの下、現在改訂中

の対タンザニア国国別援助計画において、タンザニア国政府の政策的枠組みに整合・

調和したプロジェクト型支援を展開する方針を掲げている。  

本案件も、右方針に基づき、次項で概括する農業セクター開発プログラム（ASDP）

の枠組みの中で実施されるものである。  
 

３－２ 農業セクター開発プログラム（ASDP）の概況 

 タンザニア国では農業セクターの発展戦略として、セクターワイドアプローチ

（SWAps）を採用している。同アプローチの下、ドナーは JAST に沿って、援助協調

を通じた支援を行っている。ASDP は農業セクター全体を包括するプログラムであり、

農業セクターにおける開発事業は全て ASDP の枠組みの中に含まれることになる。  

 ASDP の目的は、以下の 2 点にまとめられる。  
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・農業の生産性・収益性を向上するための環境が創出される。 

・農家の所得が向上し、貧困削減及び世帯レベルの食料安全保障が実現される。 

 これらの目的を達成するために、また、地方分権化策に沿って、ASDP バスケット・

ファンドの 75％は県政府によって、20％は中央政府によって、残る 5％はジェンダー、

HIV/AIDS、環境等の横断的事項に用いられることが定められている。この内、県政府

への資金配布にあたっては、既存の政府メカニズムとの調和を図るために、地方自治

庁への県政府への資金配布メカニズムである地方政府一括交付金システムを利用して

いる。  

 ASDP の最高の意思決定機関はタンザニア国政府関連省庁の大臣で構成されている

省庁間調整委員会であり、ここにドナーは参加していない。ドナーは ASDP バスケッ

ト運営委員会のメンバーであり、同委員会で農業予算、バスケット・ファンドの使途

などに係る協議が行われ、新たな資金配布が決定される。農業省次官とドナー代表（輪

番制で 2008 年現在は世銀）が共同議長を務めている。調整委員会の下には、タンザニ

ア国政府農業関連省庁局長で構成され、ASDP に係る政策、作業計画、予算等につい

て協議し、調整委員会への提言を行う農業関連省庁局長委員会が設置されている。局

長委員会の議長は農業省政策計画局長である。局長委員会の下には、ASDP の主要な 6

テーマ（農業サービス、県農業開発計画（DADP）計画策定・実施、モニタリング・

評価、マーケティング、食料保障、灌漑）について関係者が一同に会し、ASDP の進

捗を担う作業部会がそれぞれ設置されている。  

 なお、JICA はこうした ASDP の発展に中心的な役割を果たしてきている。また、現

在は、モニタリング・評価（M&E）作業部会にはリードドナーとして、DADP 計画策

定・実施作業部会には世界銀行とともにドナー代表として参加している。  

 

３－３ 農業セクターにおけるモニタリング・評価システムの現状 

  ASDP は 2006 年 7 月よりバスケット・ファンドを資金源として本格的に実施されて

いるが、その進捗や成果を把握するモニタリング・評価の枠組みは明確には規定され

ていなかった。2006 年 5 月に策定された政府プログラム文書にはモニタリング・評価

の概要が記されていたが、実際の制度として使用するには不十分であった。タンザニ

ア国政府、ドナー双方とも ASDP の進捗を定量的に把握・評価する必要があることか

ら、2006 年 12 月に ASDP M&E 作業部会がタンザニア国の農業関連 4 省庁及びドナー

の参加を得て設置された。同作業部会は既存の ASDP 関連文書、各省のモニタリング

指標等をレビューした上で、ASDP M&E 枠組み文書を 2007 年 6 月に策定した。同文

書は同年 8 月の農業関連省庁局長委員会において承認された。同枠組文書に記された

指標の内、すぐさまデータの収集に取り組むべきショートリスト指標を以下に記す。  
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表 ASDP M&E 枠組み文書におけるショートリスト指標  
インパクト  
指標  

1. GDP 成長率 (農業セクター、畜産セクター ) 
2. 貧困ライン以下の人数の割合  
3. 農産物の輸出額  

アウトカム  
指標  

1. 食料自給率 

2. 地方における平均消費支出額 

3. 新しい、あるいは改善された農業生産技術を利用している農民の

割合  
4. 農業セクターにおける民間投資額  
5. 農機具を用いている農民の割合  
6. 全国農産物輸出に占める農産加工品の割合  
7. 契約栽培に従事している小規模農民の割合  
8. 地方政府一括交付金の追加的資金審査に合格した県政府の割合  
9. 地方政府一括交付金のボーナス資金審査に合格した県政府の割合

ア ウ ト プ ッ

ト指標  
1. 建設あるいは改修された農業生産インフラの数 

2. 建設あるいは改修された農業マーケティングインフラの数 

3. 新技術の研修を受けた農業普及員の数 

4. 農民向けに融資する農村金融機関の数 

5. 農業マーケティングに関する規定および法律の数 

6. 農作物の卸売・小売価格情報を収集する市場の数 

7. 省庁間調整委員会会合の開催回数 

8. 期限内に提出された四半期農業進捗報告書の割合 

9. 県政府計画・財政委員会委員に占める女性の割合  
 

３－４ 地方行政制度の概要 

(1) 地方行政制度の概要 

タンザニア国は、本土（Mainland）及びザンジバル（Zanzibar）で構成される連

合共和国であるが、ASDP が本土のみを対象としているため、本報告書では、本

土における地方行政制度のみを取り扱う。  

タンザニア国本土の行政構造は、上位から国（Nation）、州（Region）、県（District）、

郡（Ward）、村（Village）となっており、21 の州がさらに 133 の県に分かれてい

る。県はさらに 2,400 郡に分かれ、さらに 10,045 の村及び 2,757 の Mtaa に分かれ

る。Mtaa とはスワヒリ語で Street の意味で、県庁所在地では、村の代わりに Mtaa

という行政区もある。さらに、村は Kitongozi（Sub-Village or Hamlet）に分かれ

ており、Kitongozi はタンザニア国本土で 57,137 存在するといわれている。  

 

(2) タンザニア国における地方行政改革 

タンザニア国政府は1996 年にLocal Government Reform Agenda を発表し、その

実施計画として策定された地方行政改革プログラム（Local Government Reform 

Program: LGRP）は1999年より実施に移されている。LGRP は、地方分権化の促

進による国民のニーズに即した社会・経済サービスの実現を目指し、改革の主な

柱として中央政府から地方自治体（LGA）への大幅な財政・人事に係る権限委譲

のための制度構築及びLGAの能力向上を掲げている。2005 年から2008年にかけて

は、LGRP の中期計画である「Medium Term Plan and Budget July 2005- June2008」
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に沿った改革が進められた。また、LGRPはタンザニア国政府予算とドナー資金か

らなるLGRPコモンバスケットファンド（CBF）を財源に推進され、CBF により

雇用されたコンサルタントチームがその実施・運営を担っている。2008 年のプロ

グラム終了後は、主管官庁である首相府地方自治庁（PMO-RALG）に移管される

ことになっている。  

 

(3) 中央－地方関係  

LGRP 以前のタンザニア国における行政構造は、中央政府の出先機関である州

（Region）事務所への権限分散化により、県（District）、郡（Ward)、村（Village）

へのトップダウンによるサービス運営がセクター別に実施されてきた。これに対

し、1999 年に開始された LGRP 当初、効率的なサービス運営と住民へのアカウン

タビリティを目指し、県以下への大幅な権限移譲が目指され、州の役割は大幅に

縮小された。しかしながら、こうした権限の縮小に対する州関係者の強い反発や

州と県との連携不足が指摘されるようになり、2001 年 6 月のタンザニア国政府と

ドナーによる合同評価においても、州の役割が再認識されたことにより、2002 年

の第 2 次 LGRP 以降、州の役割は県以下の自治体に対する助言や技術的な支援を

行う行政機関として位置付けられている。  

タンザニア国において、行政のほか議会を擁する地方自治体（LGA）は、県及

び村レベルである。両自治体では、民選議員で構成された県議会（District Council）

と村議会（Village Council）が設置されている。州と区はそれぞれ中央政府と県

の下にある行政事務局的な単位となっている｡  区には県評議会の下部機関であ

る区開発委員会が設置されている。   

郡行政官（WEO）は県議会により任命され、村行政官（VEO）は村議会によっ  

て任命される。一方、県行政長官（DED）3、州知事及び県知事は大統領の任命で

ある。   

中央政府と地方政府の基本的な責務関係は主に地方自治法に規定されており、

LGAは、基礎教育、保健、農業、地方給水、道路等、公共サービスの提供者とし

て重要な機能を移譲されている。しかしながら、Villageレベルでは、村行政官

（VEO）以外の、サービス運営にかかる技術官はDistrictより派遣されており、こ

うした技術官はVillage Councilへの説明責任を持たず、VEOとの連絡調整も不足し

ている等の問題点も指摘されている。  

 

(4) 地方自治体への開発交付金制度（LGCDG）  

   地方自治体への開発交付金については、2005 年 1 月より、Local Government 

Capital Development Grant（LGCDG）が創設された。これは、同国の開発ビジョ

ン（Tanzania Development Vision 2025）の目的に沿う形で開始された地方自治体

へのバスケット・ファンドであり、地方自治体が行うインフラ整備及び住民への

                                                   
3 現在の県行政長官（DED）は、地方自治法の規定により大統領により任命されているが、Local Service Act   

では県議会による任命と規定されており、現在、両法の整合性が図られている。今後、地方行政改革の流

れに沿って県議会の任命に変更される見込みである。  
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サービスを提供するものである。出資は、1) 世銀の融資プログラム（ Local 

Government Support Project、以下「LGSP」）による地方開発への支援資金、2) 他

の合意したドナーの拠出によるコモンバスケットファンド資金、3) 政府予算から

の地方への開発交付金を一本化したものである。  

     LGCDG は、1) 全自治体を対象とする、2) Formula-based approach、3) 自治体

のパフォーマンスによる配分調整、4) 能力向上政策との関連の 4 点を特徴として

おり、特定セクターに限定することなく、地方自治体の裁量に基づき、柔軟に使

用できる資金である。ただし、地方自治体の開発計画・予算策定プロセスに、開

発セクターのニーズが適切に反映されるよう、使途を特定のセクターに限定した

資金を、このシステムを使って県政府に流すことを可能としており、ASDP バス

ケット・ファンドの地方開発分（バスケット全体の 75％）も同システムを通じて

県政府に提供されることとなっている。この他、2008 年現在において、水セクタ

ー開発プログラム（Water Sector Development Program, WSDP）及び都市開発・環

境 マ ネ ジ メ ン ト に 係 る 国 家 フ レ ー ム ワ ー ク （ National Framework for Urban 

Development and Environmental Management, UDEM）の資金も同様に、LGCDG シ

ステムを利用することとなっている。  

 

３－５ 案件実施体制の現状と課題 

(1) 実施機関間の調整・情報共有  

本プロジェクトは、以下に列記するように、関係機関が中央から末端に至るま

で多岐にわたるが、タンザニア国政府の関係機関間の調整能力は押し並べて低い

ため、本案件の実施にあたっては、ASDP モニタリング・評価作業部会メンバー、

並びに農業省政策・計画局関係者の調整業務を側面的に支援することにより、関

係者間の情報共有がしっかりと行われるよう配慮する必要がある。  

 

ｱ. 農業省、畜産開発省、産業・貿易・マーケティング省、水・灌漑省  

農業・食料保障・協同組合省、畜産開発省、産業・貿易・マーケティング省は、

各省独自の定期報告制度の合理化、調和化を図ることによって、ASDP モニタリ

ング・評価枠組みの一部としての農業データ定期報告制度の構築に向け協働す

ることとなっている。また、これらの省庁の内、本プロジェクトの実施プロセ

ス全体の統括については、農業省が責任を負うことになっている。本案件にお

いては、これら 4 省庁に加え、後述する機関も含めた組織間調整にきめ細かい

配慮が求められる。調整にあたっては、実施に関する調整について一義的に責

任を負う農業省の政策計画局（長）の役割は極めて重要であり、局長をはじめ

とした同局関係者との日常的なコミュニケーションを心がけ、その強い関与を

引き出すことが重要である。  

 

ｲ. 首相府地方自治庁  

首相府地方自治庁は、地方自治体の円滑な事業実施のために、これらを監督す

るとともに、地方政府と中央省庁との調整を行う。同庁は、本プロジェクトに
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おいて、モロゴロ・ドドマ州での農業データ定期報告制度の試験運用・巡回指

導に関する指導・調整業務を担う。中でも、同庁地方政府局、セクター調整局、

経営情報システム局の 3 局が本プロジェクトに深く関与することとなる。まず、

地方政府局及びセクター調整局は、農業セクター関連省庁と県政府間の調整を

行う。また、地方政府局は、県・郡・村関係者による農業データ定期報告制度

案の試験運用の実施支援を行う。さらに、経営情報システム局は、既存の地方

政府の計画策定・報告制度との整合性に配慮しつつ、データ収集・フィードバ

ック制度の形成に中心的役割を果たす。  

なお、これら 3 局の活動を支援するため、本案件の実施に当たっては、専門家

1 名を首相府地方自治庁の執務スペースに配置する予定にしている。当該団員の

首相府地方自治庁内での活動にあたっては、関連省庁及び州・県政府との連絡・

調整の支援を行うことはもちろん、3 局内のコミュニケーション、情報共有が極

めて不十分であるところ、これを促進するよう働きかける必要がある。  

 

ｳ. ASDP バスケット・ファンド運営委員会  

       ASDP バスケット・ファンド運営委員会（ASDP Basket Steering Committee）は、

ASDP バスケット・ファンド運用に係る監督機関として、ASDP の年間活動計画、

予算案の精査を行い、四半期事業報告書及び四半期予算報告書の確認に基づいて、

四半期毎の銀行口座（Holding Account）からの資金拠出に係る意思決定を行う。

また、プログラムの活動の全般的な進捗、実施機関のパフォーマンス、バスケッ

ト運営上の制約に関する議論を行い、バスケット運営に関する政策的方向性を決

定する。同運営委員会は、省庁間調整委員会（ ICC）のメンバー及び財務省、計

画・経済・能力開発省、ならびにバスケット資金に拠出を行っているドナー（日

本国を含む）の代表によって構成される。  

本プロジェクトでは、ASDP の制度的枠組みへの整合・調和の観点から、通常

の機構の技術協力プロジェクトのために設置される合同調整委員会（ JCC）は設

置せず、JCC の機能を同委員会が代替することとしている。従って、本案件に配

置される専門家は、ASDP モニタリング・評価作業部会、ならびに右運営委員会

メンバーである、農業セクタープログラム分野企画調査員を通じて、右運営委

員会に対して活動の進捗・実績を報告することが求められる。  

 

ｴ. ASDP モニタリング・評価作業部会  

ASDP モニタリング・評価作業部会は、ASDP モニタリング・評価枠組みの運  

用化を推進する役割を担っている。また、同作業部会は本プロジェクトの活動に

関する日々の業務を担当する。従って、同作業部会の政府メンバーは、本プロジ

ェクトの中心的メンバーとなる。  

 

ｵ. 州・県政府  

モロゴロ州、ドドマ州の州政府及び同州内の 2 県は、本プロジェクトによって

策定される農業データ定期データ報告制度の試験運用プロセスの推進を主導す
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る。このプロセスにおいて、州政府及び県政府は、下位の地方行政体関係者を

対象とした定期データ報告に係る研修プログラムのための技術支援を行うこと

が期待されている。なお、各レベルの地方行政官には、この技術支援の一環と

して、報告書内容の精査に基づく下位地方行政体関係者への日常的な指導・助

言を行うことが期待されていることから、本案件の実施に当たっては、巡回指

導を通じて、かかる指導・助言の好事例を見出し、巡回指導報告書の中で、関

係者への指針として取りまとめることが求められる。  

 

(2) ASDP モニタリング・評価作業部会の活動内容と支援の必要性  

ASDP モニタリング・評価作業部会は、ASDP モニタリング・評価枠組み文書の

行動計画（アクションプラン）として、以下の 6 項目を実施することが求められ

ている。  

1) モニタリング・評価フレームワークの全国に対する周知  

2) ショートリストされた指標に係るベースライン調査  

3) モニタリング・評価ガイドラインの作成  

4) モニタリング・評価ガイドラインの普及  

5) ASDP 事務局の報告書作成業務の支援  

6) 農業定期データ報告制度の改善  

この内、6)「農業定期データ報告制度の改善」を作業部会政府メンバーととも

に実施することが、本案件の目指すところであるが、作業部会メンバーのモニタ

リング・評価に対する理解、ならびに、関係者間の連絡・調整能力が十分でない

ことから、他の活動に関しても、必要に応じて技術的見地からのアドバイス、な

らびに連絡・調整の支援を行うことが求められる。  

また、同作業部会は、国家統計局関係者の参加を得つつ、全国農業統計調査お

よび全国パネル調査について、ASDP モニタリング・評価枠組みと整合させるべ

く、その計画策定に関与している。本プロジェクトで改善を目指す農業データ定

期報告制度で収集される農業データと、右統計調査で収集するデータは、ASDP

のモニタリング・評価のために、相互補完的に活用されることが期待されている

ことから、本案件への国家統計局の関与について積極的に求める必要がある。  

 

３－６ 農業データ報告制度の現状と課題 

(1) 現地調査結果と制度策定上の留意点  

今回調査では、調査団員を二つのグループに分け、それぞれモロゴロ州、ドド

マ州において現地調査を行い、州政府、県政府、郡、村を訪問し、関係者に対し

農業データ報告制度に関する聞き取りを行った。右調査の結果を以下に纏める。  

・農業行政データとして収集されているものは、当該時期の主な農産活動、気  

候、普及員の活動状況、穀物別の作付面積（目標、実績、見込み）、畜種別の飼

育状況、畜疫発生状況等、広範囲にわたる。このようなデータは、毎月村で収



 14

集され、郡、県、州へとそれぞれ集約されていく。また、別途、県農業開発計

画（DADP）、PADEP（世銀の農業プロジェクト）等の国家的農業プログラムの

実施進捗が同様の流れで報告されている。  

・行政データ収集の制度は、統一されておらず、中央省庁の部局の各々がそれぞ  

れの目的で類似のデータ提出を地方自治体に依頼しているのが現状である。ま

た、過去に収集依頼していたデータに関して、依頼取止めの連絡をしていない

ため、地方自治体レベルでは必要以上にさまざまなデータを提出している状況

である。データ提出のスケジュールが共有されていないことにより、上位行政

機関が求める締切りに下位行政機関はほとんど対応できていない。  

・データ収集者である農業普及員は、移動手段・文具の欠落により、広大な担当

区域の状況を充分に把握できていない。さらに、計測器具も無く、土地の測量

もなされていないため、作成されるデータは慣習的な方法による推測であった

り、目分量であったりしている。また、農業普及員が配置されていない村では

全く統計情報が収集されていないため、上位行政が作成する郡・県のデータも

多くの欠損を内包している。  

・回答様式や、回答として求められていることへの理解が統一されていないた  

め、回答者により報告の記載ぶりはまちまちであり、上位行政機関は多大な労

力を費やして報告を取りまとめている。  

・明らかな過誤が見つかった場合を除いて、提出されたデータに対する指導はほ

とんどなされておらず、また、客年との年間データの比較以上には活用されて

いないのが実情である。  

 

これらの問題点を踏まえ、農業データ報告制度案策定に際して留意すべき点は

以下の通り。  

ｱ. タンザニア国においては特に、制度（あるべき論）と運用（実際の業務）が乖

離していることが多いため、現状把握においては、必ず実際の運用についても

精査することが重要である。  

ｲ. 「全ての村に農業普及員が充足されていない」、「村レベルで取られる 1 次デー

タに充分な精度を確保できないこと」を与件として、データの収集・集約の制

度・方法を策定する必要がある。他方、農業データの特徴として、異常データ

の除去等に充分な時間は掛けられないため、数値を絶対値で活用するためには、

中央政府レベルで必要なデータの較正を掛ける等の統計上の工夫も検討する

必要がある。  

ｳ. 分権化により計画の策定・実施権限が地方自治体に委譲されている現状に鑑み、

実際のデータ収集書式においては、地方自治体での計画策定に結びつけるよう

な質問形式を入れ込むことも検討に値する。例えば、FSQ（Early Monitoring Unit

作成の食糧保障関連の質問票）にあるように、昨年のデータとの比較を求める

等の工夫が可能と思われる。  
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ｴ. 村レベルで使用されるということ第一義的に考慮し、質問表はスワヒリ語で作

成することが重要である。  

ｵ. データの収集方法、基準については、国家統計局（NBS）が基準を設定してい

るものもあるので、NBS の助言を得ていくことが必要。  

 

(2) その他の検討課題  

ｱ. 「行政サービス」分野協力隊員との連携可能性  

本件協力の実施にあっては、県の役割が極めて重要である。また、実施の枠組

みに中央省庁から村レベルが含まれ、様々な投入が必要となり、限られた日本

人専門家のみで全ての課題に対応することは不可能である。  

現在、青年海外協力隊の派遣分野となり、地方自治体の現職公務員の派遣を想

定している「行政サービス」分野の協力隊員は、タンザニア国の行政機関に欠

けている本来行政機関として持つべき、文書保存システム、作業フロー等の基

本動作について、県に直接指導することが可能となり、本協力と連携すること

により、農業データの県レベルの管理能力を側面支援することが期待でき、連

携を検討すべきと思われる。  

ｲ. 中期的な課題としてのデータの正確性向上への対処  

現在の農産物生産量、作付面積の調査手法は、村の担当者が、現地を巡回する

聞き取り調査であり、回答間違い、記憶違い等、起き易く、また、調査対象農

家が固定されないおそれがある。本技協では、ASLMs 4 省庁に跨る、農業デー

タ報告制度の確立・運用に協力のスコープを限定するものの、中期的には、収

集データの正確性の向上という課題に対処する必要がある。具体的には、本協

力の後継案件の実施という可能性も含め、農作物毎に標本農家を設定し、定期

的に面接調査を行うことやその標本農家における実測調査の導入を試みる等の、

調査手法の改善への協力を検討することが望ましい。  

また、前項の「行政サービス」隊員の活動内容として、調査手法の改善への取

り組みを提案することも検討に値する。  
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第４章 評価結果 

 

４－１ 5 項目評価 

本案件は、以下の評価 5 項目による評価結果から協力実施の妥当性が高いと判断さ

れる。  

(1) 妥当性  

・本案件は、タンザニア国の「農業セクター開発プログラム（ASDP）」の目標（ア

ウトカム）の達成を把握するために欠かすことのできない、モニタリング・評

価制度の確立のために、右制度の重要な機能である「農業データ定期報告制度」

の構築を支援するものであり、かつ、右制度の構築は、上位政策である NSGRP

の達成状況をモニタリング・評価することにも役立つ。  

・現在改定中の新国別援助計画において、農業セクターは最重点支援セクターと

して位置付けられている。また、 JICA は国別事業実施計画において、「農業・

零細企業の振興」を援助重点分野とし、農業セクターの中心的ドナーの 1 つと

して、ASDP の実施を支援する方針を掲げており、本案件はいずれの計画の方

向性にも合致している。  

・また、支援のアプローチとして、政策支援とプロジェクト支援との組み合わせ

によるフィールドでの実施を通じて得た課題を中央の政策支援業務に反映させ

るという、いわゆる「タンザニア・モデル」の実現に極めて有効な投入となる。 

また、我が国も拠出している ASDP バスケット・ファンドの有効性を実証的に

確認する為にもモニタリング・評価制度整備の過程を通じて定期的に得られる

正確な農業データが不可欠であることから、本技術協力の実施価値は高い。  

・我が国は、2000 年のセクターワイドアプローチ（SWAps）の開始以来、タンザ

ニア国農業セクタープログラムの形成、実施のプロセスにおいて、農業関連ド

ナーの中で一貫して主導的役割を果たしており、これまでの協力の中で知見、

ノウハウを蓄積している。特に、農業セクター担当企画調査員が ASDP モニタ

リング・評価作業部会のドナー側メンバーとして、「ASDP モニタリング・評価

枠組み文書」の作成に関与してきており、そこで得られた経験・情報を本技術

協力に活かすことができる。また、欧米型の技術支援（TA）に一般的に見られ

るコンサルタントの集中投入による短期間の役務代替的支援では、本技術協力

で予定しているような、長期間にわたる地道な取り組みによって先方政府関係

者の能力向上を果たすことは困難であり、日本国型技術協力手法が有効である

といえる。  

・モロゴロ州とドドマ州を「農業データ定期報告制度」案の試験運用対象地域と

することは、以下の理由により妥当であるといえる。第一に、両州は、これま

でにドナーから受けてきた農業分野の援助の規模（量的・面的）において、対

照をなす地域である。ダルエスサラームから近く、自然条件にも恵まれたモロ

ゴロ州が、これまで最も多くのドナーの支援を受けてきた州であるのに対し、
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ドドマ州は、最も農業開発分野の支援が少ない 4 州（本土 21 州中）の 1 つに数

えられている。このような違いを持つ両州に対する支援を行うことにより、同

様に被援助経験で大きなバラツキがある他の 19 州に対して全国展開を図る上

で、貴重な教訓を得ることができるといえる。第二に、両州は本土各地からの

交通の便に優れており、農業セクター関連省庁が地方行政官を対象とした研修

やセミナーを開催するのにふさわしい地域であるため、本技術協力の終了後に

全国展開をするうえで、モロゴロ州・ドドマ州は、非常に適したモデル・サイ

トになり得るといえる。  
 

(2) 有効性  

本技術協力は、以下の理由から有効性が見込まれる。  

・①県レベルでの農業データの計画策定へのフィードバックの有無、②農業デー

タの中央レベルの「ユーザー」である担当官が、データ提出のタイミングとデ

ータの質を「良好」と評価する、という 2 つの指標によって、県と中央それぞ

れのレベルでの報告制度の有用性を評価しつつ、③右制度の全国研修計画が

ASDP の年間活動計画に組み込まれることを、第 3 の指標として設定すること

によって、プロジェクト目標である「ASDP のモニタリング・評価制度の内、

村から中央に至る農業データ定期報告制度が整備される」が明確に定義されて

いる。  

・プロジェクト目標の達成のためには、まず、省庁間で統合された制度案を策定

すること（成果 1）はもちろん、限られた地域において、制度運用担当者の能

力強化を図りつつ（成果 2）、試験運用を行うことよって制度改善を図る（成果

3）ことが必要である。また、右制度の全国展開のためには、改善された「農業

データ定期報告制度」と、その全国研修計画が「ASDP モニタリング・評価枠

組み文書」に反映される（成果 4）ことが不可欠である。さらに、活動の進捗・

達成状況を随時、政府・ドナー関係者と共有し、理解を形成すること（成果 5）

によって、成果 4 の達成、さらには全国研修計画を ASDP の年間活動計画に組

み込むこと（プロジェクト目標指標の 3 番目）が可能となる。以上から、本プ

ロジェクトは、目標を達成するために十分なアウトプットが計画されていると

いえる。  

・DADP 実施のために中央から県政府に対して配布される予算の一部を、モニタ

リング・評価活動に使用することが定められていることに加え、本技術協力の

試験運用対象地域の選定にあたっては、県政府の予算措置の用意を含めた、試

験運用参加への「意欲」を選定基準として設ける予定である。一方、村レベル

の経常予算の増額の見込みは不透明であるが、本技術協力では、村レベル農業

普及員の活動費用の制約を所与のものとして「農業データ定期報告制度」を設

計する。以上から、外部条件「パイロット県・村が、農業データの収集・報告

に必要な予算を計上、執行する」が満たされる可能性は高い。  
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(3) 効率性  

本技術協力は、以下の理由から効率的な実施が見込まれる。  

・本技術協力がセクター全体に関係する課題に対応する必要があることから、実

施機関を特定の省庁のみとすることは不可能であり、4 つの農業セクター関連

省庁の全てを実施機関としている。これに加え、中央、州、県、郡、村の 5 階

層の関係者に対して制度の周知と実施のための技術指導を行うため、常に多大

な調整業務が発生する。成果の達成に必要となる計画された活動を実施してい

くためには、本計画における 1 年目に年間 30 人月、2、3 年目に年間 24 人月と

いう投入量は、妥当な投入量である。  

・ガイドラインを策定し、対象地域において実証（試験運用）を行う本技術協力

と類似の活動を含む JICA プロジェクトにおいて、長期専門家を 2～3 名程度、

さらに複数の短期専門家が投入されているケースと比較し、上記の通り本技術

協力が 4 省庁にまたがり、実施調整についてより困難度の高い枠組みにおいて

実施されることを考慮すると、本技術協力は同種の協力との比較においてより

効率的な投入を計画しているといえる。  

・本技術協力で供与を予定している機材は、専門家の活動に必要となる農業省 

（ダルエスサラーム）と地方自治庁（ドドマ）に配置する車輌（4WD）2 台、

両省、モロゴロ州、ドドマ州政府、4 つの試験運用対象県に配置する基本的な

オフィス機器類（PC、コピー機、プリンター等）が中心となる。また、試験運

用対象県レベルでの活動に必要なオフィス機材、県が郡、村レベルの実施モニ

タリングを行う際に使用する車両等については、「県農業開発計画（DADP）」

に対する能力育成用予算 4を充当し、県政府に対する機材供与は最低限の投入に

抑えるよう県政府と調整を行う。  

・本案件実施に先立ち、ASDP モニタリング・評価作業部会でのモニタリング・

評価制度枠組み策定の過程において、既存の農業データ定期報告の実態を相当

程度把握している。また、農業省、畜産開発省の政策・計画局の統計ユニット

では、それぞれの省の定期報告制度の見直し作業を進めており、これらの作業

のアウトプットを効率的に活用することができる。よって、農業セクター関連

省庁間で統合された「農業データ定期報告制度」案の確立を、案件立ち上げ後

の約半年間で行うことは十分可能である。  

・モロゴロ州、ドドマ州の州・県政府担当官、郡・村レベル農業普及員に対し、

「農業データ定期報告制度」案に基づき、それぞれの階層に応じた研修カリキ

ュラムの作成を行い、各行政レベルで求められる業務内容の習得を図る。特に

農業普及員については、現在、タンザニア国政府が村レベルの空席（約 11,000

人）解消を目的とした大量の新規育成・採用、ならびに現職普及員の再教育を

計画していることから、本技術協力が単独で研修を実施する場合と比較し、こ

れら新規採用・現職普及員の研修計画の一部に、右カリキュラムを盛り込むこ

                                                   
4 県農業開発計画（DADP）向け予算の内、政府予算から配分される県の能力育成（人材、機材等を含む）に  

使用される予算。  



 19

とで、研修実施経費を抑制することが可能となるような研修制度を構築するべ

く、関係各省各局との調整を行う。  
 

(4) インパクト  

この案件のインパクトは以下のように予測できる。  

・本技術協力で策定する「農業データ定期報告制度」の全国研修計画を、ASDP

年間活動計画へ組み込むことにより、全国展開に必要な経費を ASDP バスケッ

ト・ファンドから確保することが可能となることから、「農業データ定期報告制

度」の活用が確実に全国に広まることが期待される。  

・本技術協力で策定する「農業データ定期報告制度」では、末端から中央へのデ

ータの「提供」のみならず、県や中央レベルでの計画策定プロセスに、収集し

たデータの分析結果を反映させる仕組みを構築することを目指している。この

仕組みが機能することにより、県レベルでの農業開発事業の質の向上、中央レ

ベルでは、ASDP の全体計画の改善が期待できる。  

・さらに、ASDP モニタリング・評価作業部会において、国家統計局と調整を行

いつつ、関連システムである「地方行政モニタリング・データベース（LGMD）」

の改善を図ることにより、「農業データ定期報告制度」で収集されるデータを

NSGRP の達成状況のモニタリング・評価に使用することが可能になると期待さ

れる。  

 

(5) 自立発展性  

以下の通り、本技術協力による効果は、相手国政府により協力終了後も継続さ

れるものと見込まれる。  

ｱ. 技術面  

本技術協力は、各農業セクター関連省庁の既存の制度を整理・統合した「農業

データ定期報告制度」の構築・定着を目指すものであり、高度な技術の移転を

目指すものではない。ただし、右制度は、現在、地方自治庁により、地方政府

改革プログラム（LGRP）の一環として導入が進められている LGMD の活用を想

定しているため、試験運用対象県の担当職員には、必要に応じて LGMD 運用技

術に係る研修を本技術協力の中で実施する。さらに、プロジェクト専門家より

地方自治庁に働きかけつつ、地方行政分野企画調査員等を活用して LGRP の関係

ドナー間の問題意識の醸成を図ることにより、右システムの全国展開を促進さ

せることで、本技術協力で策定する「農業データ定期報告制度」の技術的自立

発展性の確保が期待できる。  

ｲ. 組織・制度面  

本技術協力は、「ASDP モニタリング・評価枠組み文書」の中のアクションプ

ランの 1 つとして位置付けられ、策定する「農業データ定期報告制度」は、完

成後、「ASDP モニタリング・評価枠組み文書」の一部として位置付けられ、運
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用される確度は非常に高い。また、本技術協力の実施担当者となる ASDP モニタ

リング・評価作業部会の政府側メンバーは、農業セクター関連省庁及び国家統

計局のモニタリング・評価、統計、情報管理に関わる行政官から構成されてお

り、彼らが下位の各行政機関への技術指導の中心となることを想定している。 

このように実施運営が制度的に担保されることにより、案件終了後も協力を通

じた知見が、各省のモニタリング・評価関係担当者に残され、ASDP における制

度が継続されていくことが十分に期待できる。  

ｳ. 財政面  

現在、ASDP バスケット・ファンドに対しては、5 つのドナー 5が資金を投入し

ている。初年度（2006/7 年予算）は、 IFAD と世銀が組織内の資金拠出手続きの

遅延などにより、バスケット・ファンドへの資金投入が滞ったこともあり、計

画が十分に進捗しなかったが、2 年目にあたる 2007/8 年度は、年度当初からの

円滑な実施が期待されている。今後、ASDP バスケット・ファンドに対する支援

は、アイルランドが増額を表明し、日本国もこれまでの食糧増産援助（2KR）の

見返り資金からの拠出から、ノンプロジェクト無償資金（貧困削減支援無償）

からの拠出を検討（現在要請中）している。本技術協力で策定する「農業デー

タ定期報告制度」の全国研修計画を、ASDP の年間活動計画へ組み込むことによ

り、全国展開に必要な予算を上記の ASDP バスケット・ファンドから確保するこ

とが可能であることから、高い財政的自立発展性が期待できる。  

 

４－２ 結論 

ASDP の進捗及び効果を正しく把握する為には適正な M&E 制度が構築され、これが

適切に運用されることが必要であるが、同制度の構築及び運用を担当する ASLMs 及

び州・郡・村等地方政府に所属するタンザニア国側要員の経験・知識は十分ではなく、

本技術協力において係る要員の能力開発を支援する妥当性は極めて高いと考えられる。 

また、我が国も拠出している ASDP バスケット・ファンドの有効性を実証的に確認

する為にも、M&E 制度実施過程を通じて定期的に得られる正確な農業データが不可欠

であり、同データを得る目的においても適正な M&E 制度実現に貢献する本技術協力

の実施価値は高い。  

なお、M&E 制度において農業データの収集にあたる郡及び村の農業普及員数は担当

村の数より少ない状況であり、またデータ収集に要する機材、予算等も不足している

状況にある。本技術協力においては、タンザニア国全域で実施可能であることを前提

とした M&E 制度の構築を図ることとなるところ、地方政府の実情に合った自立発展

性のある制度設計実施に留意する必要がある。  

中央政府の M&E 制度実施には、本技術協力要請機関である農業・食料保障・協同

組合省のみならず、地方政府を管轄し、地方政府に対し農業データの作成を指示し、

また、提出されたデータを取り纏める立場にある首相府地方自治庁（PMO-RALG）の

役割が非常に重要であるところ、これら 2 省庁を核に他の 2 省も含めた ASLMs 間の

                                                   
5 EU、 IFAD、アイルランド国、日本国及び世銀  
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調整にも留意する必要がある。  

他方、従来の M&E 制度では ASLMs の内、PMO-RALG を除く 3 省が独自に地方政

府に対し農業データの提出を求めている場合が少なくなく、地方政府に過大な労力を

強いるとともに行政コストの無駄も生じているところ、本技術協力により現行の M&E

制度を適正化することにより全国的な行政の効率化にも寄与することが可能である。  

本技術協力は ASDP の一環として他のドナーと協調し実施するものであるところ、

政府・ドナーの合同 M&E 作業部会を実施主体とし、ASDP バスケット・ファンド運営

委員会及び他のセクター内協議機関との協働にも十分配慮しなければならない。  

ASDP の適正なモニタリングと評価（M&E）には、必要な農業行政データを収集・報

告するために、郡・村の地方自治体職員、及びこれに協力する農民（全国民の 80％を

占める）による膨大な労力が必要となるが、農民の生活向上は、ASDP 事業が適切に

管理され着実に進展することによりもたらされるものである。本技術協力は、農業デ

ータ報告制度の確立を通じて、ASDP の着実な進展に寄与するものであり、国民レベ

ルの生活向上に直接資することを目指す人間の安全保障の観点からも本技術協力実施

のインパクトは大きい。  
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主要面談者一覧 

組   織  名    前  役     職  
MITM Mr. Mapenda A 

 
Mr. Mbuya 
Mr. Odilo Majengo 
Mr. Ezamo Maponda 
Ms. Jacqueline Maleko 

Assistant Director, Marketing,  
Information & Promotion 
Principal Economist 
Ag. DCM 
AMPS 
ADNA 

PMO-RALG Ms. Maimuna Tarishi 
Mr. Richard Musingi 
Mr. Obadiah Mtei 
Mr. Victor Kategere 
Ms. Hellen Macha 
Mr. Emmanuel M. Mahinga 
Dr. Cyprian Mpemba 
Eng. Martin L. D. Kitilla 

PS 
Director of Sector Coordination 
Ag. DLG 
PAO 
Assistant Director (HR) 
Information Technology Expert 
Monitoring & Eva Expert 
Ass. Director, Sector Cord. Div. 

DODOMA RC Ms. Elizabeth M. Lugeye 
Mr. Mwita H.Lema 
Mr. Samson N. Mniko 
Mr. Mohamedi M. Mohamed

AO-RAA 
RCA 
RLA 
RCO 

DODOMA R 
DISTRICT 

Ms. Elizabeth S. Kitundu 
Mr. Roble Matary 
Mr. Godrey G. Mnyamale 
Mr. Marcel Mtei 
Mr. Mohamed O, Sume 
Dr. Nasoro A. Mopei 
Mr. Alois Mlwilo 

DED 
DALDO 
- 
- 
Ag. DPLO 
DVO 
- 

BUIGIRI WARD Mr. Hiyana Makulo 
Mr. Beatus Marandu 
Mr. Mustafa Bhoke 
Mr. Stanley Mbalayi 

WEO 
Forest Officer 
Community Development 
Village Chairman 

MOROGORO 
REGION 

Mr. Godfrey S. Ngaleya 
Mr. Walter R. Mgalula 
Mr. G. G. Haule 
Mr. Ndomba 
Ms. E. F. Minja 
Dr. E. S. Munuo 

RAS 
Ag. RAS 
Regional Trade Officer 
Regional Planning Officer（RPO） 
RAA 
RLA 

MOROGORO 
（R）  

Mr. Cyry Kapinga 
Mr. Jeremiah Nassari 
Mr. I. L. Ishuza 
Mr. Renujo J. Mpagama 
Mr. Peter V. Nkala 
Mr. Joseph Mnyune 
 
Mr. Mbwambo A. Elieza 
Mr. William Joseph 

Ag. DPLO 
DT 
DALDO 
Agricultural Officer（AO） 
DEO-DFT-（R）  
Principal Agricultural Field officer  
（PAFo） 
PAFo 
Agricultural Officer（AO） 
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Ms. Evelyne Masangya 
Mr. Kiworoko 

PAFo 
Ag. DED 

MOROGORO 
DISTRICT（R） 
MKAMBARANI 
WARD 

N. M. Kihulla 
Mr. Abdallah Sultan 
K.C. Mbwambo 
Mr. Saniel G. Mghamba 

WEO 
Secretary – Social Projects（DADPs） 
Agricultural Field Officer（AFO）  
Chairman – PADEP Projects 

MKAMBARANI 
WARD-FULWE 
VILLAGE 

Mr. Selemani A. Mgwami 
Mr. Kirion John 

Village Chairman 
VEO 

MVOMERO 
DISTRICT 

Mr. Mhando H. Senyagwa 
Mr. Bakari A. Kibao 
Ms. Amka K. Ngilangwa 
Mr. Dawson Kigalugaa 
Mr. Alex Ngereza  

DED 
DADPs Coordinator 
DPLO 
DCO 
Asst. DADPs Coordinator 

BOTH 
MVOMERO 
WARD AND  
MVOMERO 
VILLAGE 

Mr. Ibrahimu Shayo 
Mr. Frank Gumbo 
Mr. Said B. Kambona 

WEO 
Village Chairman（VC） 
VEO 

NBS Mr. Said Aboud 
Mrs. Aldegunda Komba 
Mr. Lubii Gambamala 

Dept. Head of Agr. Statistics 
Former Dept. Head of Afr. Statistics 
Senior Statician 

 



 
 

モロゴロ州現地視察報告  
（含収集報告書和訳）  

 

(1) 担当者：Mr. Da Silver Mlau, Statistician, DPP, MLD 

            小林 知樹、 JICA アフリカ部  

 

(2) 訪問先：  

Morogoro 州 -       RAS、RAA、RLA、RTA 

Morogoro（R）県 -  Ag. DED/HRO、Ag.DPLO、DALDO、Livestock Advisor 他 6 名  

Mvomero 県 -       DED、DPLO、DALDO、DCO 他 2 名  

Mkambarani 郡 -     WEO、WAEO、WCDO 他 4 名  

Mvomero 郡 -       WEO、WAEO、WFO 

Fulwe 村 -          VEO、VAEO、CDO、PADEP Coordinator 他 2 名  

 

(3) 現状：  

    Morogoro 州での、農業関連の恒常的な既存のデータ収集制度は 2 つである。1 つ   

は、DADP の進捗・会計報告書、もう 1 つは、農業・畜産関連の基礎データ収集で

ある。この他に、PADEP や ASSP 等の農業関連プロジェクトが存在する場合は、そ

のプロジェクトの報告があるが、ASDP がメインストリームされたことにより、個

別のプロジェクトの報告書は今年度を以て DADP 報告書に吸収されるという認識 1

である。  

   また、恒常的ではないが、農業関連で村レベルから収集されているデータとして

は、乾季における食料不足報告書（毎週）、畜疫報告書（発生時）がある。  

   農業市場の調査は、特定の県（Morogoro の場合は、Morogoro（U））に担当官が

配置され、市況情報を直接 MITM に報告しており、これら情報は農業関連部局とは

共有されていない。ただし、村レベルの市場情報は農業・畜産基礎データに含まれ

ている。  

1) 農業（Crop）・畜産（Livestock）関連の基礎データ収集  

   記載すべき条項は共有されているようであるが、書式は規定されていない。最低

限毎月村から県まで情報が上げられるべきという認識が共有されているが、どの段

階で 4 半期報告書として取りまとめるかは、各担当者の恣意性に拠っている。  

   村レベルでは、Village Agricultural Extension Officer（VAEO）が農民グループあ

るいは Kitongozi、更に場合によっては 10 人組 2を通じて、情報を収集している。

市場の情報は村の市場において価格調査を行っている。また、一度にデータを収集

することは難しいので、当該月中で訪問した農家・グループの現状について、記憶

に頼って記載するのが通常である。また、VAEO が配置されていない村では、場合

によっては Village Executive Officer（VEO）が代行する場合もあるが、次に述べる

                                                  
1  DALDO, Mvomero 
2 CCM 一党支配時代の末端政党構造の名残。行政構造としては認知されていないが、与党 CCM の支持地域  

においては住民自治を担う構造として機能していることもある。  
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WARD レベルで推測によりデータを記入している。取りまとめられたデータは手

書きされ郡（Ward）に送られる。村レベルで写を保存しているかは確認できなか

った。毎月第 1 金曜日に VAEO を中心として会合を開き、データ収集作業の確認

を行っている Fulwe 村の好例も観察されたが、こうした努力は一般的ではない。  

村レベルで収集された報告書は、 Ward レベルで WAEO（ Ward Agricultural 

Extension Officer）が取りまとめる。村レベルから毎月定時に情報が上がってこな

いこともあり、取りまとめの段階で推定値が盛り込まれる。WAEO がまとめた報

告書（資料 A）は、写を Divisional Secretary、District Council にそれぞれ一部ずつ

送付し、また、月例報告書に加えて、四半期報告書も作成している Ward もあった

（Mkambarani）。この場合は、村に改めてデータ提出を求めず、Ward の月例報告書

を基に作成しているとのことである。  

District では、Ward から提出のあった月例報告書を基に、District Agriculture and 

Livestock Development Officer（DALDO）が農業及び畜産関連のそれぞれの報告書

（資料 B）を作成する。District では、この資料を地方自治庁（PMO-RALG）、州

（Regional Secretariat）に加えて、農業関連データを農業食料協同組合省（MAFC）、

畜産関連データを畜産開発省（MLD）にそれぞれ送付する。  

Morogoro Region では、受け取った農業関連の報告書を州の報告書としてまとめ、

それを地方自治庁、MAFC 及び域内の District にそれぞれ送付している。一方で、

畜産のデータに関しては、州として取りまとめることはしていない。  

 

2) DADP（農業プロジェクト進捗・会計）報告書  

   DADP のプロジェクトの進捗・会計報告では、地域の NGO によるプロジェクト

等も含めて、域内の農業活動全てが報告されることになっているが、実際には

DADG や ASPS、PADEP 等の国レベルのプログラムから資金が供給されているプロ

ジェクトのみ捕捉されているのが実情である。プロジェクトの情報は、村レベルで

取りまとめられ、WARD、District、Region の順に上位行政構造に集約されていく

のは、基礎データの流れと同じである。異なるのは、技官同士のみの情報伝達では

なく、各行政レベルの意思決定機関（村では Village Council、Ward では Ward 

Development Council、District では District Council）での承認を受ける必要がある。 

その一方で、上位行政機関から定時の報告書の提出を求められるため、多くの場合

上位機関への報告書の提出と、意思決定機関への付議は同時に行われる、場合によ

っては上位行政機関への報告が先行して実施される。  

 

3) その他の定期的なデータ収集  

a. Foodshortage 報告書（資料 C）  

      乾季が始まる 9 月以降、次の収穫期まで週ごとに Ward レベルからの報告に基   

づき、District が取りまとめる。この報告書は、District から MAFC に直接送付さ

れている。  
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b. Early Warning 報告書（資料 D）  

      MAFC の Monitoring and Early Warning Unit が、統一された書式を村レベルまで    

配布し、データを収集している。  

 

4) その他のデータ収集  

a. 畜疫報告書  

      畜疫に関する情報は、畜産関連基礎データにも含められるが、治療を要する畜  

疫に関しては Ward レベルで Ward の Veterinary Center に情報提供され、ゾーンの  

Veterinary Center、国立 Veterinary Center（Temeke, DSM）に情報集約がなされる。 

b. 市場情報  

     前述の通り、市場情報は特定の District に配置された担当官が直接 MITM に情

報を送付しているため、州にはデータが存在しない。そのため、Morogoro では、

州の Regional Trade Advisor が独自の質問表（資料 E）を作成し、四半期毎に県か

ら情報を収集している。  

 

(4) データの活用  

     各レベルでデータの活用状況について訪ねたところ、押しなべて計画策定や、

昨年のデータとの比較に用いるとの回答であった。同行した Mr. Mlau も同様の回

答をしており、データを用いて計画を策定するという意識はあると思われる。  

 

(5) データ収集に関する問題認識  

     聴き取りの中で、関係者が持っている問題認識は、以下の通り（順不同）。  

 定時の報告よりも、要人訪問を受けるときに緊急に報告を上げる必要があり、 

この方が重要視される（Districts）。  

 要人訪問等でアドホックな問合せが多いので、中央省庁のどこかに情報セン  

ターを作って、情報の集約を図るべき（Morogoro（R））。  

 Uhuru Torch 等の国家行事が行われる地域では、WAEO もその業務に拘束され、 

通常業務ができなくなる（Mvomero D）。  

 軒先価格が把握されない（RAS）。  

 計器が無いために、面積、重量等の情報が目分量である（RAS）。  

 収集しているデータの数が少ない（Mvomero-W、Region）。  

 上がってくる報告書の Hand－writing が読めない（Mkambarani）。  

 ASDP の中では M&E 用の予算が少なく（DADG の 6％）、サイト訪問が十分に  

できない（Morogoro（R））。  

 報告作成のための文具を自費で購入している（Mvomero W）。  

 定期的な報告が締め切り通りに上がってこない、上がってきても過誤が多い  

（Region, Districts）。  

 VAEO のオフィスが村の真ん中にないことで、全領域をカバーすることができ  

ない。例えば、自宅から村の端まで 9km もあり、行き帰りだけで一日かかる
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（Fulwe）。  

 NGO、CBO 等の農業活動が分からない（Fulwe）。  

 月例報告に関する明確な作業指示が与えられていない（Morogoro（R））。  

 教育は農耕と畜産が分かれているのに、行政官の職務としては同時にこなさ  

なければいけないので、必ずどちらかの専門性が掛けているという状況になっ

ている。  

 

(6) システムの現状と問題点  

     PlanRep2 及び LGMD は、DPLO オフィスの 1 つの PC にインストールされてい

るが、訪問した 2 県では、PlanRep2 の計画策定機能以外は活用されていない。し

たがって、州レベルでも活用されていない。  

     DPLO オフィスでは、全てのシステムが 1 つの PC に集中していること、利用で

きるスタッフが少ない（PlanRep2 について 8 名 3、LGMD について 5 名がそれぞ

れ研修を受けた）ため、データ入力に時間がかかる。例えば、Morogoro（R）で

は農業関連の計画を入力するだけで 2 週間を要した。こうした時間と労力を要し

ても、PlanRep2 を活用した理由は財務省からの指示があったためであり、PlanRep2

の他の機能・LGMD については活用のインセンティブが無い。  

 

                                                  
3  PMO-RALG/LGRP の資金で研修を受けた 5 名に加えて、今般保健省から 3 名配置された。  
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資料 A 

郡行政事務所 

農業・畜産局 

私書箱 1880 

モロゴロ o 

 2007 年 5 月 1 日 

農業・食糧・協同組合担当官 

私書箱 747          －ムカンバラニ郡行政官の承認（01.05.2007） 

モロゴロ 

 

件名：農業/畜産開発報告書 

2007 年 4 月 ムカンバラニ郡 

 

要約： 

 2007 年 4 月に実施された活動 

- 食糧作物の作付 

- 剪定 

- 農薬散布 

- 作物特にゴマと綿花の集荷 

- 鶏へのワクチン 

- 家畜の薬浴 

- 家畜小屋の修繕 

気候：日差しはきつく、曇は少ない。4 月 2 日に少数の区域で、10 日から 11 日にかけて山 

間部の 3 村で、14 日から 15 日にかけて郡内全域で降雨があった。これ以降は、気温 

は高く、晴れ及び風であった。 

スタッフ：全員仕事をしていた。 

病人：Ms. Ngaile4が足を患った。 

休暇：無し 

セミナー：無し 

就学：Mr.Cguwamge-DODOMA-IPRD 

    ―――――――――――原文改頁―――――――――――― 

 

食糧事情 

食糧事情は平均的である。小雨季においては食糧の収穫は少ない。 

 

                                                  
4 訳注：スタッフの 1 人と思われる 
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食糧価格 

 メイズ  バケツ 1 杯@2500-3000/- 

 ミレット バケツ 1 杯@4000/= 

 コメ         kg@800-850/= 

 センベ5          kg@300-400/= 

 豆              @800/=  

 小麦             kg@650/= 

 小豆             kg@700/= 

 菜っ葉         一山@00-150/= 

 バナナ（一房）    900-1000/= 

 バナナ（一本）    Sh 50 /= 

 

大規模農地での作物の状況 

   2 週間雨が降っていないため、作物の状況は良くない。5 月第 1 週に雨が降りさえすれ

ば、収穫はまずまずになるだろう。今は雨を願うばかりである。いくつか6は乾燥が始まっ

ている。 

 ネズミの害は減少した。 

 灌漑農業：無し 

 牛耕：無し 

 トラクター耕作：64ha が耕され、作物が植えられた。 

 

土壌保全： 

 在来樹木及び果樹を 2,370 本植えた。貯水池も増えた。適切な水利用のために、Mchaichai7

が植えられた。 

 

菜園での農業 

 Kizinga 村で 2.2ha の土地にトマトが、3.5ha にオクラが植えられた。これらはダルエスサ

ラームに売られる。 

    ―――――――――――原文改頁―――――――――――― 

 

害獣・害虫 

  ネズミ、ノバト、豚、ハイラックスが作物に害を与える。 

 また、ゴマと綿花がさまざまな虫の害を受けている。 

 観察された動物の種類 

                                                  
5 訳注：標準的なウガリ用のメイズの粉 
6 訳注：おそらく”いくつかの作物”の意 
7 訳注：Mchaichai はレモングラス、あるいは茶の木の意味（同音異義語） 
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村 水牛 豚 ハイラックス ホロホロチョウ ネズミ 
Mkambarani  1 3  
Kizinga 1 2 7 23 340
Pangawe  2  
Mkono wa mara   
合計 1 3 12 23 340

 

農業投入財 

 殺虫剤、小豆、ゴマ、綿花の種苗がモロゴロ市で入手可能 

 

FFS8（農場学校） 

 Mkambarani 村では FFS のグループが 2 つあり畜産の研修を、Kizinga 村では 1 グループが

Crop に関する研修を受けている。Pangawe にも 1 つある。Mkono wa Mara 村では、雨が少

なくなったので、グループは解散した。 

 

開発プロジェクト 

 世界銀行 － Mkambarani での水プロジェクト – まだ開始されず 

 TASAF － 域内で始まった村はない。 

 FFS － 継続中 

    ―――――――――――原文改頁―――――――――――― 

 

来客：Mr. Pangapanga – Kilimo（W） Mogion, Msovi 私書箱 747 

 

農場訪問 

Div Ward Village C.F N.C,F Groups 

1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4 

Mikese Mkambarani Mkambarani 18 22 15 15 20 26 19 12     

Pangawe 8 5 6 3 12 10 9 7 2 2 0 2 

Kizinga 15 14 20 11 15 16 15 12   1  

Mkono wa  

mara 

15 10 6 5 12 20 15 12     

合計 46 51 47 34 59 72 88 43 2 2 1 2 

 

 

 

                                                  
8 訳注：Farmers’ Field School か？ 
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畜産活動 
村 ﾜｸﾁﾝ 薬浴 虫下し 去勢 畜舎建設 

N
C
D 

狂
犬
病 

牛 ヤ
ギ 

羊 豚 牛 ヤ
ギ

羊 豚 牛 ヤ
ギ

羊 豚 牛 ヤ
ギ 

羊 豚

Mkambarani   95 108 61     1     2 3  4 
Pangawe   9 50   5 10  10     1 3  5 
Kizinga   6      6 12  6     1    
Mkono wa  
Mara 

  2,691 39   72   8     1 1 1  

合計   2,801 197 61  83 22  25     5 7 1 9 
 

    ―――――――――――原文改頁―――――――――――― 

 

農業計画の進捗 2006/2007 年 4 月 
Div. Ward Village 世帯 人口 労働 

人口 
作物 耕 作

目標 
（Ha）

耕作地 作付面積 除草 問
題
点

新規 継続 

Mikese Mka
mbar
ani 

Mkamb
arani 

344 2,781 710 メイズ 1,065 640 400 240 570 雨
が
と
て
も
少
な
い

ミレット 300 4 4 4 4
キャッサバ 410 69 69  69
ゴマ 300 34 23 11 34
ヒマワリ 20 22 22  22
綿花 30 6 6  6
小豆 355   

Pangawe 401 2,704 727 メイズ 585 435 348 87 348
キャッサバ 291 145 108 37 108
ゴマ 291 70 50 20 50
小豆 291 218 148 70 130
綿花   

Kizinga 359 1,721 566 メイズ 524 375 345 5 286
ミレット 315 50 12 2 46
キャッサバ 412 49 35  45
ゴマ 324 150 98 3 98
小豆 56 12 9 3 12
綿花 40   

Mkono 
wa 
Mara 

356 1,033 350 メイズ 200 150 100 50 150
ミレット 150 130 60 70 125
キャッサバ 130 25 20 5 25
ゴマ 130 40 25 15 22
小豆 70 30 25 5 20
緑豆 50 50 35 15 30
カシュー

ナッツ 
10   

  4 1,459 7,239 2,353  6,246 2,760 1,764 996 1,990  
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    ―――――――――――原文改頁―――――――――――― 

 

特記事項（大農場） 

1. Ngerengere Farm Company 

   計画：500 エーカー 

   耕作実績：500 エーカー 

   作付実績：メイズ  350 エーカー 

          ミレット  50 エーカー 

        ヒマワリ  40 エーカー 

        大豆   3.5 エーカー 

        その他園芸作物 

             Mkono wa Mara 村にある。 

2. Zabu Enterprises Ltd. 

   計画：574 エーカー 

   耕作実績：95 エーカー 

       メイズ、スイカ 

3. Scott Enterprises – Mkono wa Mara 

   計画：600 エーカー 

   耕作実績：95 エーカー 

   作付面積：ミレット 19 

       綿花   24 

       メイズ    4 

4. Malaika Bacho 

  計画：45 エーカー 

  耕作実績：45 エーカー - メイズとスイカ 

5. Mkonge Highland Estate – Pangawe 

  計画 3,702ha 

  作付実績 1,630ha 

 

農民に対する教育 

－ 環境教育 － 植林 

－ 食糧価格の低迷と農薬散布 
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－ Water Harvesting 

－ RVF 病の危険性 

 

問題 － 業務実施 － 村農業普及員及び郡農業普及員 

写           A. Basil 

通信担当者       農業/畜産 
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資料 B-1 

タンザニア連合共和国 

モロゴロ（R）県役場 

電話番号 023-3185                  モロゴロ（R）行政長官事務所 

FAX   023-3185                  農業・畜産局 

                           私書箱モロゴロ 747 号 

    2007 年 4 月 20 日 

文書番号： A/MR/MD/11 

 

県行政長官 

私書箱モロゴロ 1880 号 

 

件名：Morogoro（R）県における 2007 年 3 月の農業開発報告 

 

要約： 

 当該期間実施された作業は次の通り。 

 農地の準備 

 食糧作物、換金作物の作付け 

 作物の剪定 

 小雨季に育てられた作物の収穫 

 果樹の植樹 

 

天候： 

 日照は平均的であった。大雨季の降水は継続的に多くの地域で確保され、農民はメイズ、

小豆、ヒマワリ、綿花等の作物を植えることができている。 

 

降水量： 

気候観測所からの統計データの提供は無い。 

 

食糧事情： 

 県内の全区域で食糧事情は良好であり、県内で入手可能な食糧で住民は充足している。

小雨季の耕作による収穫は充分であり、以前 Mkono wa Mara 村で起こったような食糧不足

に対する心配は、払拭されている。 

    ―――――――――――原文改頁―――――――――――― 
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    市場で購入可能な食糧の価格は次の通り 
種別 単位 価格 

メイズ バケツ一杯 2500-3000/= 
ミレット バケツ一杯 2500-3500/= 
コメ キロ 750-900/= 
豆 キロ 700-900/= 
センベ キロ 380-400/= 
バナナ 一房 600-700/= 
小豆  1500-3500/= 
キャッサバ 一山 200-500/= 

 

スタッフ： 

 スタッフは全員、それぞれの職場で仕事をしていた。 

 

休暇： 

 休暇をとったスタッフはいない。 

 

スタッフの資格： 

 農業・畜産局は 68 名のスタッフを抱えており、それぞれは次の通りの資格を有している。 

 

農業部門 
資格 数 

PAO 1
AO 2
PAFO 22
PAGRO TECH 5
FAFO II 8
SAFO 9
AFO II 2
AFO I 1
合計 50

 

畜産部門 
資格 数 

PVO I 1
PLO I 1
LO II 1
PLFO I 12
PLFO II 1
SLFO I 1
合計 18

 

    ―――――――――――原文改頁―――――――――――― 
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研修 

 以下の表の通り、スタッフがさまざまな長期研修に参加している。 

番号 名      前 機関（研修先） 

1 Mayabu SUA 

2 J.Mlaki SUA 

3 C. Sambala Mzumbe 

4 B. Kiwanga Dodoma 

5 George Kinimba Ilonga 

6 Leonard Kimaro Ilonga 

7 Martin Kingazi Uyole 

8 Twaha Balali LITI Morogoro 

 

2006/2007 の生産計画実施状況 

生産計画の実施は良好である。ほぼ全区域で大雨季の降水が充分であったため、農民は

作物の作付けを継続し、また、農地の耕作準備も終わりつつある。 

 

作物の状況 

 作物の状況は、総じて満足のいくものである。作物は作付け時期に応じて、成長のさま

ざまな段階にある。 

稲：陸稲は 50％程度が開花しており、他の 50％は出穂している。 

  ―水稲の状況は次の通り 

(i) 作付 20％ 

(ii) 生育期 40％ 

(iii) 開花及び出穂 40％ 

メイズ： 出芽 10％ 

      生育 55％ 

      開花 10％ 

      収穫 5％ 

ミレット：生育過程 

キャッサバ：出芽過程 

        生育過程 

バナナ：生育過程 

豆：生育過程 

綿花：出芽・生育 

    ―――――――――――原文改頁―――――――――――― 
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3 月末までの生産目標の達成状況は次の表の通り。 

作目 耕作目標（ha） 生産目標 耕作実施（ha） 備考 

メイズ 

稲 

ミレット 

キャッサバ 

豆 

小豆 

ハトマメ 

バナナ 

ヤム芋 

綿花 

コーヒー 

ゴマ 

ヒマワリ 

カシューナッツ 

丁子 

39,429

20,588

19,041

14,603

19,072

1,381

833

3,900

3,600

1,269

1,916

832

603

1,000

150

70,973

51,469

28,562

43,828

11,443

416

443

97,500

44,136

3,738

942

470

961

506

1,350

11654 

7084 

1549 

7093 

412 

759 

- 

2373 

217 

137 

247 

4496 

62 

60 

141 

 

注：いくつかの作目については、農耕活動が継続されている。 

 

種類 配布された量（t） 県内に配布した量 備考 

肥料 

 尿素 

 DAP 

 CAN 

 TSP 

 NKP 

 

300 

 50 

20 

10 

10 

 

15 

- 

- 

- 

- 

当県農村部には店が

無いため、農民は都

市部において農業投

入財を購入している

種苗 

 メイズ 

 STUKA 

 

20 

 

 

1.2 

 

害獣・害虫 

 この季節、もっとも大きな問題はネズミである。ネズミは、農地で実った穀物を食べる

他、撒かれた種も掘り出し、作付密度を減少させてしまう。害を削減するために、いくつ

かの村では殺鼠剤が供給されている。 

    ―――――――――――原文改頁―――――――――――― 
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- Mkambarani 郡では、103 人の農民が殺鼠剤の供給を受け、203 エーカーの農地のために 

使用された。 

- Mikese 郡の Gwata 村、Kinonko 村でも、殺鼠剤の供給を受けた。 

 

 ネズミ害は Kidugalo 郡で大きく、食害が 95％にも達すると推測されている。また、ネズ

ミ以外にも、ホロホロチョウの一種が同種の害をもたらしている。 

 

文責： Morogoro（R）県農業局員を代表して、 E, Masangya 

 

c.c.  Morogoro District Commissioner 

   Morogoro（U）農業アドバイザー 

   Morogoro（R）県治安局
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資料 B-2 

タンザニア連合共和国 

モロゴロ（R）県役場 

電話番号 023-3185                 モロゴロ（R）行政長官事務所 

FAX   023-3185                 農業・畜産局 

                           私書箱モロゴロ 747 号 

   2007 年 3 月 5 日 

文書番号：無し 

県行政長官 

私書箱モロゴロ 1880 号 

 

件名：Morogoro（R）県における 2007 年 2 月の畜産開発報告 

 

1. 要約： 

   当該期間実施された作業は、次の通り。 

 治療と予防 

 飼育技術に関する助言 

 肉の検査 

 家畜の感染症発生に関する調査 

 

2. 天候： 

  県の多くの地域で雨が降り始めた。 

 

3. 飼料と水の状況： 

継続的な降雨により、飼料作物と水の状況はよい。 

 

4. 家畜の状況： 

   家畜の状態は良い。ただし、近隣である Mvomero 県でリフトバレー熱（RVF）に関する

警告が出されている。本疾患の感染予防に関して啓蒙するとともに、家畜の競り市を休止

し、また、村々にいる専門家により屠殺の前後に検査を行うことで、安全を確認している。

Dr. F.Silayo による文書 2007 年 2 月 15 日付 MYMG/1534 号によって、競り市休止が宣言さ

れ、文書の写が政府職員全てに配布された。 

 

5. スタッフ： 

   スタッフの異動は無かった。 

    ―――――――――――原文改頁―――――――――――― 
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6. 獣疫 
疫種 場所 家畜 件数 感染数 施療数 回復数 死亡数 予防 薬 
NCD Bwakira 鶏      530 Lasota 
Ndigana 
Baridi 

Kongwa 牛 15 32 32 32   OXY10％ 
Kidugalo 牛 1 15 15 15   OXY10％ 
K/Stand 牛 1 1 1 1   OXY10％ 
M/Mara 牛 5 5 5 5   OXY10％ 

寄生虫 Bwakira ヤギ  24 24 24   Levamizole 
Mngazi 羊  15 15 15   Lavamizole 
Mngazi 鶏  259 259 259   Lavamizole 
Mngazi 豚  98 98 98   Ivemetrin 
Mngazi ヤギ  71 71 71   Ascarix 
Kongwa ヤギ 10 56  56   Lavamizole 

Mastatis M/Mara 牛 6 6 6 6   Streptopen 
狂犬病 Mngazi 犬      26 Rabisin 
Nagana Kindugalo 牛  20 20 20   Bernel 
ECF KPF 牛 2 2 2 2   Terip 

K/Stand 牛 3 1 1 1   DTC 
Kongwa 牛 3 8 8 8   Builatex 
Kidugalo 牛  25 25 25   OXY Tetra  

DTC 
Preunia Gwata ヤギ 3 3 3 2 1  OTC 
Scours M/Mara 牛 7 7 7 7   Sulphur 
Footrot Kongwa ヤギ 8 29 28 28   OTC 10％ 
睡眠病 Kongwa 牛 18 72 72 72  72 Trypabadin 

 

畜産の製品 

 牛乳 
No. 場所 数 搾乳され

た数 
ℓ/日 価値 

1 Mkuyuni 11 2 8 3,200/= 
2 Mwarazi 21 4 14 5,600/= 
3 Kibwaya 2 1 2 800/＝ 
4 KPF 

Mkambarani 
 65 365 120,408.9 

5 Fulwe 10  3  18 5,400 
6 Gwata 18 6 27 814,285 

  

革製品   
場所 牛 ヤギ/羊 

Mkuyuni 8 10 
Fulwe 2  
Mikese 1  
合計 11 10 

    ―――――――――――原文改頁―――――――――――― 
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衛生と肉の検査   
検査所 牛 ヤギ/羊 豚 
Mngazi   4 
Sesenga   2 
Mkuyuni 8 10  
Fulwe 2   
Mikese 1   
 11 10 6 

観察： 

 NGO である MOROTEA が Mkambarani の老人たちに普及させたヤギは、 

飼育方法の理解不足、薬を買う資金不足から、多数が死亡した。 

 県政府は MOROTEA と会合を開き、これ以上死亡するヤギを増やさな 

いために、ヤギの飼育に関する研修の共同戦略を策定する予定である。 

 

 卵    
場所 数 ダース 

Fulwe 151 4 
Gwata 66 2 

 

ダニの除去    
No 場所 牛 ヤギ 羊 豚 犬 薬品 
1 Mkuyuni 11 17     
2 Kibwaya 2 4     
3 Mfumbwe  4     
4 Lukolole 2 6     
5 Changa  3     
6 Mwarazi 21      

 

競り市の活動状況 

 競り市はリフトバレー熱により、休止している。 

 

 

 

 

 

 

Morogoro（R）県農業・畜産局員を代表して、 Mnyune J.J. 

 

c.c.  Morogoro（U）畜産アドバイザー
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資
料

C
 

表
1（

W
R

S-
1）

 

月
中
と
月
末
に
お
け
る
食
糧
生
産
目
標
進
捗

 

日
付
 

20
07

年
4
月

27
日

 

州
 
モ
ロ
ゴ
ロ
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
県
 
 
モ
ロ
ゴ
ロ
（

R
）

  
 

 県
内
で
生
産
し
て
い
る
食
糧
作
物
別
に
、
下

記
の
表
に
数
値
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

 

 作
目

 
目
標

 
実
施

 
説
明

 
面
積
（

ha
）

 
生
産
量
（

t）
 

面
積
（

ha
）

 
生
産
量
（

t）
 

目
標

が
達

成
さ

れ
て

い
な

い
場
合
、
理
由
を
記
述
せ
よ

 
メ
イ
ズ

 
39

,4
29

 
70

,9
73

 
11

,6
54

 
20

,9
77

.2
 

費
用
が
か
か
る
た
め
、
農
地

の
整
備
が
遅
れ
た
。
ま
た
、

大
雨

季
の

降
雨

開
始

が
遅

れ
た
。

 

稲
 

20
,5

88
 

51
,4

69
 

7,
08

4 
14

,1
68

 
ミ
レ
ッ
ト

 
19

,0
41

 
28

,5
62

 
1,

54
9 

1,
85

8.
8 

ソ
ル
ガ
ム

 
 

 
 

 
粟

 
 

 
 

 
小
麦

 
 

 
 

 
バ
ナ
ナ

 
3,

90
0 

97
,5

00
 

2,
37

3 
23

,7
30

 
キ
ャ
ッ
サ
バ

 
14

,6
03

 
43

,8
29

 
7,

09
3 

21
,2

79
 

甘
藷

 
 

 
 

 
馬
鈴
薯

 
 

 
 

 
豆

 
19

,0
72

 
11

,4
43

 
41

2 
32

9.
6 

そ
の
他
の
穀
物

 
(記

述
)：

 
1,

38
1 

41
6 

75
9 

60
7.

2 
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表
2 
（

W
R

S-
2）

 

月
中
と
月
末
に
お
け
る
食
糧
生
産
目
標
進
捗

 

日
付
 

20
07

年
4
月

27
日

 

州
 
モ
ロ
ゴ
ロ
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
県
 
 
モ
ロ
ゴ
ロ
（

R
）

  
 

 D
iv

is
io

n
の
数
：

6 
 
郡
の
数
：

25
 
 
 
村
の
数
：

13
3 

 県
内
で
生
産
し
て
い
る
食
糧
作
物
別
に
、
下

記
の
表
に
数
値
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

 

 作
目

 
農

地
に

お
け

る
作

物

の
生
育
状
況

 
そ

の
状

況
に

な
っ

た

割
合

 
旱
魃
の
影
響

 
（
あ
れ
ば
）
＊

 
旱

魃
の

影
響

を
受

け

た
D

iv
is

io
n＊

＊
 

旱
魃

の
影

響
を

受
け

た
郡
＊
＊

 
旱

魃
の

影
響

を
受

け
た
村
 
＊
＊

 
 

 
 

 
 

 
 

メ
イ
ズ

 
開
花

 
50

 
 

 
 

 
 

生
育

 
40

 
 

 
 

 
 

発
芽

 
10

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

稲
 

生
育

 
70

 
 

 
 

 
 

開
花

 
30

 
 

 
 

 
ミ
レ
ッ
ト

 
生
育

 
10

0 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

食
糧
事
情
の
期
待
値
：

 
十
分
、
余
剰
、
不
足
？
 

--
--

--
--

--
--

-→
 

十
分

 
も

し
、

食
糧

不
足

を
予

測
さ

れ
る

場
合

、
そ

の
理
由
を
挙
げ
よ
 

--
--

--
--

--
--

--
--

--
--

-→
 

 
 

 ＊
 

 
も
し

、
県

が
洪

水
の

影
響

を
受

け
る

場
合
も
、
こ
の
欄
に
そ
の
害
を
記
載
せ
よ

 

＊
＊

 
月
末

報
告

書
に

は
、

影
響

を
受

け
る

D
iv

is
io

n、
郡
、
村
の
リ
ス
ト
を
必
ず
添
付
せ
よ
。

 

48



  

表
3（

W
R

S-
3）

 

日
付

 
20

07
年

4
月

27
日

（
木
曜
日
）
で
終
わ
る

1
週
間
の
穀
物
と

野
菜
へ
の
害
 

- 
 

州
 
モ
ロ
ゴ
ロ
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
県
 
 
モ
ロ
ゴ
ロ
（

R
）

  
 

 D
iv

is
io

n 
郡

 
村

 
害

 
害
を
受
け
た
作
物

 
使

用
さ

れ
た

技
術

/
薬
品

 
技
術

/薬
品
の
効
果

害
（
％
）

 

M
ik

es
e 

M
ik

es
e 

 
ネ
ズ
ミ

 
メ
イ
ズ

 
毒
（
殺

鼠
剤
）

 
効
果
あ
り

 
40

 
 

M
ka

m
ba

ra
ni

 
 

ネ
ズ
ミ

 
―

”―
 

“ 
効
果
あ
り

 
 

N
ge

re
ng

er
e 

Tu
m

in
gw

o 
 

ネ
ズ
ミ

 
 

“ 
“ 

 
 

 
 

 
 

“ 
“ 

 
M

vu
ha

 
M

vu
ha

 
 

ネ
ズ
ミ

 
 

 
 

 
B

w
ak

ile
 

B
w

ak
ile

 
 

ネ
ズ
ミ

 
 

“ 
 

 
 

M
ug

az
i 

 
ネ
ズ
ミ

 
 

 
 

 
 

K
is

ak
i 

 
ネ
ズ
ミ

 
 

 
 

 
M

at
om

bo
 

K
is

em
u 

 
ネ
ズ
ミ

 
 

 
 

 
 

M
to

m
bo

zi
 

 
ネ
ズ
ミ
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表
4（

W
R

S-
4）

 

日
付

 
20

07
年

4
月

27
日

（
木
曜
日
）
で
終
わ
る
一
週
間
の
食
糧
の

入
手
可
能
性
 

- 
 

州
 
モ
ロ
ゴ
ロ
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
県
 
 
モ
ロ
ゴ
ロ
（

R
）

  
 

 県
内
で
食
べ
ら
れ
て
い
る
食
糧
作
物
別
に
、

下
記
の
表
に
数
値
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

 

 
N

o.
 

食
品

 
市
場
で
の
購
入

可
能
性

 
入
手
で
き
る
場
所

 
kg

当
た
り
の

 
最
低
価
格

 
kg

当
た
り
の

 
最
高
価
格

 
業
者
の
所
蔵
量

 
（

t）
 

 
 

可
/不

可
 

県
内

 
県
外

 
 

 
 

1 
メ
イ
ズ

 
可

 
V

 
 

13
8

19
4

 
2 

コ
メ

 
―

”－
 

V
 

 
80

0
90

0
 

3 
小
麦

 
―

”－
 

 
V

 
40

0
 

4 
ミ
レ
ッ
ト

 
―

”－
 

V
 

 
16

6
19

4
 

5 
ソ
ル
ガ
ム

 
 

 
 

 
6 

粟
 

 
 

 
 

7 
乾
燥
キ
ャ
ッ
サ
バ

 
可

 
V

 
 

20
0

30
0

 
8 

キ
ャ
ッ
サ
バ

 
―

”－
 

V
 

 
20

0
50

0
 

9 
サ
ツ
マ
イ
モ

 
可

 
V

 
V

 
20

0
50

0
 

10
 

ジ
ャ
ガ
イ
モ

 
可

 
 

V
 

30
0

35
0

 
11

 
バ
ナ
ナ

 
可

 
V

 
 

1,
50

0
4,

00
0

 
12

 
豆

 
可

 
V

 
 

70
0

90
0

 
13

 
他
の
穀
物

 
可

 
V

 
 

60
0

70
0
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表
5（

W
R

S-
5）

 

日
付
 

20
07

年
4
月

27
日

（
木
曜
日
）
で
終
わ
る
一
週
間
の

降
雨
状
況
 

 

州
 
モ
ロ
ゴ
ロ
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
県
 
 
モ
ロ
ゴ
ロ
（

R
）

  
 

 県
内
の
郡
毎
に
、
降
水
量
と
と
も
に
、
そ
の

量
を
評
価
し
、
下
記
の
表
に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

 

 D
iv

is
io

n 
郡

 
降
水
量

 
評
価

 

（
過
多
、
適
量
、
過
少
）

 

降
雨
日

 

M
ku

yu
ni

 
M

ku
yu

ni
 

 
適
量

 
 

 
 

 
 

 

M
at

om
bo

 
K

is
em

u 
 

適
量

 
 

 
Ta

liz
a 
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資料 D 
 
タンザニア穀物生産モニタリング早期警報ユニット  タンザニア農業食糧組合省            小雨季 
                    

FSQ1 
2006/7 年の収穫予想のための質問票 

 
本質問票は 2007 年 3 月 15 日までに本部に返送すること 

 
1. 回答者 

州 Morogoro   県 Morogoro（U）  郡 Nazimbu   村 Mindu  
月 3 月     

2. 村の世帯と栽培作物 
2.1 村の全世帯数  500       2.2 村の農業家計数  500 
2.3 生産している食用作物（重要な順に） 
    1. メイズ   2. 稲    3. ミレット  4. キャッサバ 
    5.       6.      7.       8.       9.     
2.4 生産している換金作物（重要な順に） 
    1. ゴマ    2.      3.       

3. 家畜、飼料作物、水の状況評価 
3.1 村で飼育されている家畜の種類 

（例：牛、羊、ヤギ、豚、鶏、アヒル） 
  1. 牛     2. 鶏    3. ヤギ    

3.2 家畜、飼料、水の状況   1.良好 2.平均 3.不良 4.最悪 [適切なものを下の箱に記入] 
     家畜  良好     飼料 良好    水  平均 

4. 収入 
村での主な収入源を列挙せよ（例：メイズの耕作と販売、小魚の漁と販売、ヤギの飼育と販売、小作料） 

(i) メイズの生産と販売     
(ii) 魚の漁と販売        
(iii) 鶏の飼育と販売       

5. 食糧事情の評価 
5.1 入手可能な主な食糧（例：メイズが村9、市場/店、あるいは村外で入手可能） 

 1 2 3
種別 メイズ コメ キャッサバ 
入手可能な場所 村 店 村 

 
5.2 恒常的な村の食糧事情  1.不足 2.適量 3.余剰 [適切なものを選べ]   2  
5.3 この季節の村の食糧事情 1.不足 2.適量 3.余剰 [適切なものを選べ]   2  
5.4 食糧が不足した場合、とりうる戦略を選べ (該当するものに V をつけよ) 
  1. 換金作物の販売           2. 食用作物の購入     V    
  3. 家畜の販売             4. 日雇い業務（農業）   V    
  5. 食用作物の食外利用の禁止       6. 日雇い業務（非農業） V    
  7. 他の手段 
    ［記述せよ］                          
                                    
 
 

本質問票は 2007 年 3 月 15 日までに本部に返送すること 
 
 
 

本質問票は 2007 年 3 月 15 日までに本部に返送すること 
 
                                                  
9 訳注： 自給の意 
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6. 食糧作物の耕作面積の評価 
1 列目：耕作面積の評価及び収穫予想に重要な作物が記載されている 
2 列目：実際に作付けが始まった月を数字で記入せよ。当該作物が生産されていない場合 

は”―“を記入せよ。 
3 列目：収穫が予想される月を数字で記入せよ。当該作物が生産されていない場合は”―“を記 

入せよ。 
4 列目：今年と昨年の耕作面積と比較し、評価を次の選択肢から選んで記入せよ。 
  1. 今年の耕作面積は昨年と比べて大変小さい 
  2. 今年の耕作面積は昨年と比べて小さい 
  3. 今年の耕作面積は昨年と比べて同程度である 
  4. 今年の耕作面積は昨年と比べて広い 
  5. 今年の耕作面積は昨年と比べて大変広い 
  6. 該当する項目無し 
5 列目：耕作面積が著しく変化した（4 列目で 1 か 5 を選んだ）場合、その理由を選べ。 
  1. 害虫あるいは病気の発生 
  2. 害獣 
  3. 農業技術の促進 
  4. 農業投入財の投入 
  5. 洪水 
  6. 旱魃 
  7. 他の理由 
 

1 2 3 4 5
作物 作付けの月 収穫の月 昨年との比較 変化の理由 

（1－12） （1－12） （1－6） （1－7） 
メイズ 10,11 1,2 5 6 
ミレット 2,3 7,8   
コメ 11,12 6,7 5 6 
ソルガム  “-“    
粟 “-“    
豆 “-“    
他の豆類 10,11,12,1,2 12,2,3 5 6 
小麦 “-“    
バナナ “-“    
キャッサバ 10,11 10,11,12 5 6 
サツマイモ 3 7,8   
ジャガイモ “-“    

 
7. 記入者の署名 

7.1 記入者     A.P. MAKARANGA   署名      日付 13/03/2007 
7.2 県の監督者   Agatha Juma          署名      日付 15/03/2007 
7.3 ゾーンの監督者               署名      日付 15/03/2007 

 
8. 記入者のコメント 

回答ありがとうございます。今後の本調査の改善のためにご意見をお願いします。 
                                         
                                         
                                         
 

 
本質問表は 2007 年 3 月 15 日までに本部に返送すること 
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資料 E 
 

商業セクター報告書 
 
  20  年      月から      月まで  
                県自治体 
 
1. 取引状況（商品の平均価格） 

1.1. 食料品 
県 コメ メイズ センベ 豆 牛肉 小麦粉 砂糖 ジャガイモ

         
 

1.2. 建築材 
 県  セメ 

ント 
石灰 
25kg 

トタン 釘 素焼

きレ

ンガ

木材 セ メ ン ト

ブロック 
   6ft 8ft 10ft ト タ

ン用 
木 材

用 
2×2 2×3 2×4 2×6 

              
 

1.3. 石油製品 
県 ガソリン ディーゼル 灯油 オイル グリース 

      
 

1.4. 商活動の種類と数 
保険 レスト

ラン・ 
喫茶 

競り市 店 オークシ
ョン 

乗客輸送 肉屋 電話 

   卸売り 小売     
    

 
2. 許可証の発行 

2.1. 通常の許可証 
県 交付された許可証の数 

  
 

2.2. 酒類販売許可証 
県 酒の種類 合計 バーの数 

 外来の酒 伝統的な酒   
     

 
2.3. 許可証の管理 

県 許可証不所持の検挙数 合計 罰金の量 
 通常 酒類   
    

 
2.4. 登記された商業者の数 

 
2.5. ホテル税 

 
3. 担当行政官の数 
4. 工場の名称 
5. 定期市及び常設市 
 

54



MINtJTESOFMEETING  

ON  

TECHNICALCOOPERATIONINCAPACITYDEVELOPMENTFOR  

THEASDPMONITORINGANDEVALUATIONSYSTEM  

AGREEDUPONBETWEEN  

AUTHORITIESCONCERNEDOFTHEGOVERNMENTOF  

THEUNITEDREPUBLICOFTANヱANIA  
AND  

JAPAN lNTERNATIONAL COOPERATlON AGENCY 

Inresponsetoarequest丘omtheGovernmentOftheUnitedRepublicofThlZania  

（hereinafterreftrredtoas“GOT”），theJapanIntemationalCooperationAgency（hereinafter  

reftrred to as“JICA”）dispatched a preparatory mission on the TeclmicalCooperation  

CaPtionedabove（hereinafterreftrredtoas“theTC”）headedbyMr・MakotoKashiwaya  

from4thJuneto13（hJune，2007．  

ThePreparatoryMissionheldaseriesofdiscussionsinrelationtothescopeofthe  

teclmicalcooperationwith representatives ofthe AgriculturalSector Lead Ministries  

（hereinaRer referred to as“ASLMs”），LocalGovernment omcials and Development  

Partners（hereina氏er referred to as“DPs”）．As a result，TbnzanianOfficials and the  

PreparatoryMissionreachedcommonunderstandingsdescribedasthedocumentsattached  

hereto．  

DaresSalaam，13June，2007   

－盛1・  
Mr．PenielM，I．yimo  

Permanent Secretary 

MinistryofAgriculture，FoodSecurity，  

and Cooperatives （LeaderofthePreparatoryMission）  

Permanent Secretary 

Prime Minister’s Ofnce－Regional  

AdministrationandLocalGovernment   
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THE ATTACHED DOCUMENT 

Ⅰ．   ACRONYMS AND ABBREVIATIONS 

ForthepurposeofthisAttachedDocument，thefo1lowlngaCrOnymSandabbreviations   

areused：  

AgriculturalRoutineDataSystem  

AgriculturalSectorDevelopmentProgramme  

AgricultureSectorLeadMinistries  

DistrictAgricultureDevelopmentPlan  

Development Partners 

DirectorofPolicyandPlarmlng  

GovernmentoftheUnitedRepublicofTanzania  

GoverrmentofJapan  

Inter－MinisterialCoordinatingCommittee  

JapanhternationalCooperationAgency  

LocalGovernmentAuthorities  

LocalGovernmentCapitalDevelopmentGrant  

LocalGoverrmentMonitoringDatabase  

MinistryofAgriculture，FoodSecurltyandCooperatives  

MonitoringandEvaluationWorkingGroup  

MinistryofLivestockDevelopment  

MinistryofIndustry，TradeandMarketing  

MinistryofPlannlng，EconomyandEmpowerment  

NationalBureauofStatistics  

PrimeMinister’sOfnce－RegionalAdministrationandLocalGovemment  

PlanofOperation  

TechnicalCooperationinCapacityDevelopmentfbrtheASDPMonitoring  

andEvaluationSystem  

ARDS  

ASDP  

ASLMs  

DADP  

DPs  

DPP  

GOT   

GOJ  

ICC  

JICA  

LGAs  

LGCDG  

LGMD  

MAFC  

M＆EWG  

MLD  

M汀M  

MPEE  

NBS  

PMO－RALG  

PO  

TC  

ⅠⅠ．  BACKGROtJND  

InordertoimplementandfurtherimprovetheAgriculturalSectorDevelopment  

Programme（ASDP），itisimportanttOeStablishane飴ctiveandfbasiblemonitoringand  

evaluation（M＆E）丘amework．However，tO eStablish the M＆Eframework，there are a  

numberofchallenges．Theseinclude：1）丘nalizationoftheindicatorstomeasureoutcomes  

andimpactsoftheASDP；2）establishmentofane飴ctiveroutinedatasystemthroughthe  

neldlevelto the AgriculturalSector Lead Ministries（ASLMs）I；and3）capacity  

11nthiscooperation，theASLMsrefertotheMAFC，MLD，M－TMandPMO－RALGinaccordancewiththe   
MemorandumofUnderstandingfbrtheestablishmentoftheASDPBasketFund．  

1 

暫  
ノ提   
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developmentbothatcentralandlocallevelstooperatetheASDPM＆E丘amework．  

Tb addressthese challenges，theASLMsand DPsjointlyestablishedthe M＆E  

WOrkinggroup（M＆E WG）fbrthe ASDPinDecember2006．Having sharedwith each  

ministry’s M＆E systemand having conducted neld survey to understand the current  

SituationofoperationofM＆EatlocalJevels，theM＆EWGisnowinitsnnalstageof  

COmPleting the ASDP M＆E ftameWOrk with comprehensiveindicators to measure  

OutCOmeSandimpactsoftheASDP．  

AfterthecompletionoftheASDPM＆EframeworkinJune2007，theASLMsneed  

toundertaketooperatetheffameWOrk．Indoingso，OneOfthebiggestchallengesfbrthe  

M＆EWGmaybetoestablishaneffbctiveroutinedatasystem丘omthevillageleveltothe  

centrallevelas a corefunction of the M＆E ftamework to measure the outcomes and  

impactsoftheASDP．  

III． TITLEOFTHETECHNICALCOOPERATION  

ThetitleoftheTCwi11be”TbclmicalCooperationinCapacityDevelopmentfbrtheASDP  

MonitoringandEvaluationSystem．”  

IV． THEROUTINEDATASYSTEMWITHINTHEASDPM＆EFRAMEWORK  

For the M＆E ofthe ASDP，Various methods such as surveyS，CenSuSeSand  

diagnosticstudieswereplannedandundertaken・Thesemethods，however，WereuSedonly  

Ona Periodicalbasisin sample areasand thus have not been able to be applied fbr  

COntinuouslymeasurlngtheoutcomesandimpactsoftheASDPofthegeneralpopulation・  

In order to complement these methods，the Draft20fthe ASDP M＆E FrameWOrk  

DocumenthasproposedtocreateanARDStocollectandprocessagrlCulturalproduction  

dataincludingcropprlCeSfromvillagesthroughtheASLMsonaroutinebasisbymeanSOf  

StrearnJiningandcoordinatlngCurrentASLM’sroutinedatasystems・  

V． STRATEGIESOFTHETECHNICALCOOPERATION  

l．AlignlngWiththeinstitutionalframeworkoftheASDP  

Thistechnicalcooperationisimplemented asJICA’sin－kindcontributiontothe  

ASDP Basket Fund．In order to align the teclmicalcooperation with theinstitutional  

frameWOrk ofthe ASDR the M＆E WGis expected tobe the core unitto manage the  

activitiesoftheTC．Inaddition，thegovernmentmembersoftheM＆EWGareexpectedto  

ServeaSnationallevelfhcilitators，WhowillprovidetrainlngPertainlngtOtheARDSforthe  

LocalGovemmentofncialsand monitortheirworks．Needless to say，the progress and  

achievementsoftheTCwi11besharedintheM＆EWGmeetingsonregularbasis，and  

reported to the ASDP Basket Steerlng Committee whenever necessary to ensure the  

adaptlVemanagementOftheactivities．  
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2・StreamlinlngandcoordinatingthecurrentroutinedatasystemsoftheASLMs  

Theagriculturalsectorisoverseenbythreesectorministriesnamely，theMinistry  

Of Agriculture Food Security and Cooperatives（MAFC），Ministry of Livestock  

Development（MLD），andMinistryofIndustryTtadeandMarketing（MITM）．Reporting  

relevantdatarequestedbytheseministriesfナomtimetotimeburdensextensiono餌cers，  

particularlythoseworkinglnVillageswheretheo餓cersareunderstaffbd．Moreover，Local  

GovernmentAuthorities（LGAs）whicharetheactualimplementersoftheM＆Eareunder  

thejurisdictionofthePrimeMinister’sO餓ce－RegionalAdministration aJld Government  

（PMO－RALG），Which hasits own system ofdata collection，rePOrting，and fbedback  

mechanism．Hence，this technicalcooperation puts emphasis on streamlining and  

COOrdinatingASLM’sroutinedatasystems．  

3．Improvlngthesystemthroughpilotoperations  

Duetothesector－WidenatureoftheASDPM＆Eframework，thecurrentroutine  

datasystemstobeimprovedintheTCwouldrequlreinvoIvingalargenumberofofncials  

atdiffbrentadministrationlevelsanddifftrentministries．Moreover，thesystemwi11needto  

COrnPrehendawidevarietyofdatatomeasuretheoutcomesandimpactsoftheASDP．Itis  

ObviousthatsuchacomplexsystemmustbetestedinprlOrtObeingdeployed・  

Therefore，theTCwillcarryOutthepilotoperationsfromvillagestocentrallevels  

byselectlngtWOreglOnSaSthepilotareas．Inthepilotareas，theASDPM＆EWGmembers  

andJapaneSeeXPertSWillassisttheofncialsofpilotreglOn，districts，Wards，andvillagesin  

operatlngtheprovisionalmodeloftheARDSthroughoかthejobtrainlng・Inaddition，based  

on the results ofthe pilot operations，the system and relevant guidelinesand trainlng  

PrOgrammeSwi11berevised．  

4．DeveloplngaPlanfbrnationwidedeploymentasanexitstrategy  

TbensurethattheARDSbedevelopednationwideafterthecompletionoftheTC，  

aplanfornationwidedeploymentwillbeproposedaspartoftheASDPM＆EframeWOrk  

basedonaresultofthepilotoperationsmentionedinV－3above・1tisexpectedthattheplan  

for nationwide deployment willbeincorporatedinto the ASDP annualwork plan and  

implernentedbyus1ngtheASDPBasketFund．  

VI． FRAMEWORKOFTHETECHNICALCOOPERATION  

Bothpartiesagreedwiththe倉ameWOrkoftheTCshownasthetentative：narrative  

SummaryinAnnexIhereof；thetentativeloglCalframeworkshowninAnnexllhereofand  

thetentativePlanOfOperationshowninAnnexIIIhereof二ThefiameWOrkoftheTCwillbe  
furtherreviewedbythetimewhentheRecordofDiscussion（R／D）issigned．  
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VII． RESPONSIBLEMINISTRIESANDORGANIZATIONSINGOT   

l．MAFC，MLD，andMITM  

MAFC，MLD，andMITMwi11collaborateinestablishinganARDSaspartofthe  

ASDPM＆Eftameworkbymeansofstreamlinlngandcoordinatingtheirownroutine  

data systems．Among these ministries，the MAFC，aS thelead ministrywillbe  

responsiblefbrleadingtheoverallprocessoftheTCbycoordinatlngWiththeASLMs．   

2．PMO－RALG  

ThreedepartmentsofthePMO－RALGareparticularlylnVOIvedintheTC．The  

Department of Local GoverrLment and Department of Sector Coordination will  

COOrdinatebetweentheASLMsandLGAs．TheDepartmentofLocalGovernmentwill  

also facilitate LGAsto operate the provisionalmodelofthe ARDS to verifythe  

efftctivenessandfbasibility．Inaddition，theDepartmentofManagementInformation  

SystemwillfacilitatefbrmulatlngthedatacollectionandftedbacksystemharmOnized  

withtheexistlngPlannlngandreportlngSyStemSfbrlocaladministration．   

3．TheASDPBasketSteerlngCommittee  

TheASDPBasketFundSteerlngCommitteeoverseestheASDPBasketFund  

andreviewsworkplansandbudgets，andtakesdecisionsonquarterlyresourcetransftrs   

丘omtheHoldingAccountbasedonquarterlyphysicaland鮎ancialreports，POlicy   

Changesgovemlngthebasket・Inaddition，itdiscussesthegeneralprogressofactivities   

andperformanCeOftheimplementingentitiesaswellasm往IOrCOnStraintsencountered，   

andissuespolicydirectionsonthebasket，soperation・  

ThecompositionoftheASDPBasketFundSteerlngCommitteewi11include   

theICCexpandedforselectedmeetingstoincludeMinistryofFinance，Ministryof   

Planning，Economy and Empowerment（MPEE）and alldeveloprnent PartnerS   

contributingtothebasketfund．TheDirectorofPolicyandPlarnlng，MAFCservesas   

thesecretariatoftheBasketFundSteerlngCommittee．  

InlightofalignmentwiththeinstitutionalfねmeworkoftheASDRGOTand   

JICA agree thatthe ASDP Basket Steerlng Committee wi11substitutefor aJoint   

CoordinatlngCommittee，Whichiscustomarilyrequiredtobesetupasthehighlevel   

fbrumbetweentheGovemmentofarecIPientcountryandJICApersonnelinthecourse   

OfJICA’stechnicalcooperation．Therefore，themembersoftheASDPBasketSteerlng   

CommitteeareexpectedtooverseetheprogressofthecooperationandexchangeViews   

Onm印OrissuespertainingtotheTC，   

4．TheASDPM＆EWG  
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Afterthe completion ofthe ASDPM＆E fiameWOrk，the ASDP M＆E WGis   

expectedtobemandatedfbroperationalizingtheffameWOrk．Inaddition，itisexpected   

thattheASDPM＆EWGwouldbeinchargeofday－tO－dayoperationsoftheactivities   

OftheTC・Hence，thegovernmentmembersoftheASDPM＆EWGwillbethekey   

membersoftheTC・Inaddition，theJapaneseexpertsoftheTCwillalsoJOintheM＆E   

WGtoshareregularlytheprogressandachievementsinthemeetings．  

5．RegionalSecretariatsandLGAs  

O餌cialsin the RegionalSecretariats and LGAsin the pilotareaS，Whoare   

responsibleforcol）ectlngandreportlngtheroutinedata，areeXPeCtedtoleadthepilot   

OPerationsofaprovisionalmodeloftheARDSdesignedthroughtheTCtoverifytheir   

efftctivenessandfbasibility．Inthisprocess，thereglOnSanddistricts areexpectedto   

PrOVideteclmicalsupportsfbrtrainlngPrOgrammeStObeconductedintheTCfbrthe   

lowerauthoritiestoreporttheroutinedata．  

VIII．INPUTSFROMTHEGOVERNMENTOFJAPANTHROUGHJICA   

l．JaparleSeeXPertS  

JICAwillasslgnJapaneseexpertstotheTCaslistedinAnnexIVhereofl  

2．TraininginJ叩anand／orinthirdcountries  

JICAwillreceivelもnzaniangOVerrLmentO餌cialsinvoIvedintheTCfbrteclmical   

traininginJapanand／orinthirdcountries・  

3．Equipment  

JICAwillprovidesuchmachinery，equlPmentandothermaterialsnecessaryfbr   

theimplementationoftheTCaslistedinAnnexVhereo【  

4．LocalCost  

InprlnCiple，thecostsforimplementlngtheactivitiesundertheTCshouldbeborn   

bythebudgetfiomtheASDPBasketFundallocatedforMonitorlngandEvaluationof   

theASDP．However，JICAmaybearthoseexpenses，Whichcannotbecoveredbythat   

budgetuponamutualagreementbetweentheGOTandJICA．  

IX． INPUTSFROMTHEGOT  

l．TbnzaniangOVernmentO餌cialsinvoIvedintheTC  

ThegovernmentO用cialslistedrespectivelyinAnnexVIhereofwi11beinvoIvedin  

theimplementationoftheTC・Inparticular，theASDPM＆EWorkingGrouprnemberswi11  
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beinchargeofday－tO－dayoperationsoftheactivitiesoftheTCtogetherwithJapaneSe  

experts・  

2・WorkingspacesandfacilitiesfbrJapaneseexpertstodelivertheirduties  

TheTbnzaniansideagreedtoprovidetheExpertTtamwithsuitableworkingspaces  

and necessary facilities in Department of Policy and Planning of the MAFC and 

PMO－RALG（AnnexVII），  

3．CostsforimplementlngtheactivitiesoftheTC  

TheGOTwi11coverthecostsoftheTCincludingtravelexpenditureandfuelcosts  

OfthegovernmentofncialsinvoIvedintheTC・Therefbre，theASLMswi11beresponsible  

fbrallocatingnecessarybudgetfromtheASDPBasketFundfbrtheTC．  

X． TARGET AREAS FOR PILOTING THE TENTATIVE MODEL OF  

IMPROVEDROUTINEDATASYSTEM  

Morogoro Region and Dodoma Region will be the pilot areas for testing the 

PrOVisionalmodeloftheARDSintheTCforthefbllowlngreaSOnS．  

First，thereisaclearcontrastbetweenthetworeglOnSintermSOfpreviousrecords  

inrecelVlngDPs’interventioninagrlCulturalsectors．WhileMorogoroRegionhasworked  

WithmanyDPsforimplementingtheagrlCulturalprqjects，DodomaReglOnisregardedas  

OneOfthefburmostbehindreglOninagrlCulturaldevelopment，Whichhavereceivedaftw  

numbers of the prq］eCtS．This clear difftrence could bring valuablelessons to the  

governmentOmCialsinvoIvedintheTCfordeveloplngSuitableapproachestoassistthe  

LocalGovernmentsinaccordancewiththeircapacitiesafterthecompletionoftheTC．  

Second，because oftheir easy accessibility f王omanyWherein the mainland，itis  

approprlatefbrtheASLMstodesignatedemonstrationsitesinthesereglOnStOholdtrainlng  

PrOgrammeS Or Seminarsfor LocalGovernment ofncialsin the rest of the areas fbr  

deploylngnationwidetheARDSwhichwi11becompletedafterpiloting．  

BasedontheresultsofthepilotinginthesetworeglOnS，aSmentionedintheIII－4  

above，aPlanfbrnationwidedeploymentwillbeproposedandincorporatedintotheASDP  

annualworkplanandimplementedbyuslngtheASDPBasketFund．  

XI． JOINTEVALUTATIONOFTHISTECHNICALCOOPERATION  

Evaluation ofthe TC willbe conducted jointly byJICA and the TanZanian  

authorities concemed during thelast six months ofthe cooperation periodir）Order to  

examinethelevelofachievement．  
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＜ANNEX＞  

I  TbnはiveNa汀血veSummaけ  

II  TbntativeLogicalFrameWOrk  

III  ThtativePlanofOperations  

IV  ListofJ叩aneSeeXPertS  

V  ListoftheEquipment  

VI  ListofTanzanianGovemmentOfncialsinvoIvedintheTC  

VII ListofBuildingsandfacilities  
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ANNEXI  

TENTATIVENARRATIVESUMMARY  

1．SuperGoal  

TheASDPisimplementede飴ctively．  

2，OverallGoal  

Agriculturalroutine datais efftctively used nationwide fbr Monitorlng and Evaluation  

（M＆E）oftheASDP．  

3・PuIpOSe  

Anef托ctiveAgriculturalRoutineDataSystem（ARDS）oftheASDPM＆Eftameworkto  

bedeployed什omvill？geStOCentralLevelsisestablished，  

4．Outputs  

l）A provisionalmodelof the ARDSis developed by means of streamliningand   

COOrdinatingASLMs’routinedatasystems．  

2）LocalGoverTmentOfncialsconcernedfromvillagetoregionallevels areconversant   

WithhowtooperatetheprovisionalmodeloftheARDS．  

3）The modelofARDSis completed by carrying out necessary modincation to the   

PrOVisionalmodelthrough pilot operationsin pilot reglOnS，districts，Wards and   

Villages．  

4）TheASDPM＆EFrameworkisrevisedthroughtheresultsofthepilotoperations．  

5）ProgressandachievementsoftheTCaresharedwithcentralandLocalGovernment   

O餌cialsandDevelopmentPartners．  

5．ActivitiesofthePrqiect  

l－1Analyzein detailpractices ofthe current agrlCulturalroutine data collection丘om  

VillagestotheASLMsincludingthe useofthePlanRep2andthe LocalGovemment  

MonitoringDatabase（LGMD），  

1－2 Basedontheresultofl－1above，aSPartOftheprovisionalmodeloftheARDS，draft  

COmmOnrePOrtlngformatStObeusedoneachadministrativelevelftomvillagestothe  

ASLMs．  
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1－3 Basedontheresultofl－1andl－2above，designaprovisionalmodeloftheARDS，  

WhichincludesafeedbackmechanismtoimproveplanningDADPs．  

1－4 Make necessary modi且cations to the PlanRep2and LGMDin order to make them  

COnSistentwiththeprovisionalmodeloftheARDSifnecessary．  

2－1Considering the consistencywith the LGCDG and DADP systems，develop draft  

guidelinesontheprovisionalmodeloftheARDS．   

2－2 Basedontheguidelinesof2－1above，Plantrainlngfortheofncialsconcernedateach  

administrativelevelfromvillagestotheASLMs．   

2－3 Trainthenationa11evelfacilitatorsintheprovisionalmodeloftheARDS．  

2－4 Provide reglOnaland district ofncialsin the target reglOnS With trainlngin the  

PrOVisionalmodeloftheARDS．  

2－5 ProvidewardandvillageagrlCulturalextensionofncersinthetargetreglOnwithtraining   

intheprovisionalmodeloftheARDS．  

3－1Assistthe ofncials oftarget reglOn，districts，Wards，andvi11agesin operating the  

PrOVisionalmodeloftheARDSthroughon－theJobtrainlng・  

3－2 Assess the punctuality，qualityand consolidatingprocess ofrelevant rePOrtS On the  

agrlCulturalroutinedatasubmittedtothepilotreglOnS，districtsandASLMsaswellas  

thewaysofftedbackonthosereports・  

3－3 Holdworkshopsfbrtheo疏cialsconcemed丘omvi11agestothepilotregionstoidentify  

thechallengesofoperatingtheprovisionalmodeloftheARDS．  

3－4 Basedontheresultsofthepilotoperations，eStablishthemodelofARDSbycarrylng  

outnecessarymodincationstotheprovisionalmodel・  

4－1BasedonthemodelofARDS，draftaplanfornationwidedeploymentoftheARDS．  

4－2InaccordanCewiththedisseminationplanabove，reVisetheguidelinesof2－1above．  

4－3Inlinewiththeplanfornationwidedeploymentof4－1aboveandrevisedguidelinesof  

4－2above，reVisetheASDPM＆EFrameWOrkDocument．   

5－1Sharetheprogress andachievementsoftheTCintheASDPM＆E Working Group  
meetlngS・  

5－2 ReporttheachievementsoftheTCinthesectorlevelmeetingsincludingtheASDP  

BasketSteerlngCommittee．  
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5－3 PresenttheachievementsoftheTCinthenationalworkshopsandseminarsforlocal  

governmentofncialsheldbytheASLMs．  

Note：In cases where the Summary ofthe TC needs to be modi負ed due to unfbreseen  

ChangesofthecircumstancesorprogressoftheTCactivities，themodincationsshall  

bedeterminedandagreedbytheGOTandJICA．  
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ANNEX IV 

LISTOFJAPANESEEXPERTS  

1．Long－t¢rmExperts  

Thelong－termeXPertSWiththefbllowlngaSSignmenttitleswillbeasslgnedtotheTC・Any  

assignmenttitlemaybeheldconcurrentlybyoneexpert・   

＞ Chiefadviser   

＞Institutionaldevelopment   

＞ Coordinator   

＞ Monitorlngandevaluation   

＞ Administrativedatamanagement  

2．Sl10r暮一‡erIHExperts  

JapaneSeShort－termeXPertSmaybeasslgnedprovidedthattheGOTandJICAagreethey  

areneCeSSary・  

14磨  

＿′∴   
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ANNEX V 

LISTOFTHEEQUIPMENT  

TheequlPmentShowninthetablebelowfbrtheimplementationoftheTCwillbeprovided  

uponnecesslty・  

Name   quamtiけ   Spec摘catioI】   

団  Vehicles   2cars   Two 4WD cars 

（2）  OmceequlPment   1lot   PCs，PrlnterS，Stabilizers，faxmachines，  

Prqjectors，SCannerS，andphotocoplerS．   

（3）  OtherequlPment   1lot   Digitalcameraanddigitalvideocamera．   

AdditionalequlPmentmaybeprovidedwhentheGOTandJICAagreethatitisneeded・  

15哲  
／超   
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ANNEXVI  

LISTOFTANZANIANGOVERNMENTOFFICIALSINVOINEDINTHETC  

1．OverallinchargeoftheTC：   

＞ PermanentSecretaryoftheMAFC   

＞ PermanentSecretaryOfthePMO－RALG  

2．CommitteeoftheASLMsDirectors：   

2－1．Committeemembers   

＞ DirectorofPolicyandPlanningoftheMAFC（Chair）   

＞ DirectorofPolicyandPlannlngOfthePMO－RALG   

＞ DirectorofSectorCoordinationofthePMO－RALG   

＞ DirectorofPolicyandPlannlngOftheMLD   

＞ DirectorofPolicyandPlannlngOftheMITM   

＞ DirectorofCommodityMarketingoftheMITM  

2－2．Directorsco－OptedontotheTC  

＞ DirectorofLocalGovernmentOfthePMO－RALG  
＞ DirectorofManagementInformationSystemofthePMO－RALG  
＞ DepartmentHeadofAgriculturalStatisticsoftheNBS  

3．ASDPM＆EWGmembers  

l）StaffofM＆EUnitandStatisticsUnitoftheDPPoftheMAFC  
2）StaffofEconomicandProductiveSectorsSectionofthePMO－RALG  
3）StaffofDepartmentofLocalGovernmentofthePMO－RALG  
4）StaffofDepartmentofManagementInformationSystemofthePMO－RALG  
5）Sta正ofM＆EUnitandStatisticsUnitoftheDPPoftheMLD  
6）StaffofM＆EUnitandStatisticsUnitoftheDPPoftheMITM  
7）Staffin charge ofM＆Eand Statisticsin Department ofCommodity Marketing of  

MITM  

8）SeniorStatisticianoftheDepartmentofAgriculturalStatisticsofNBS  

5．Otherpersonnelmutuallyagreeduponasnecessary  

Note：  

Thelistofgovernmento用cialsinvoIvedintheTCandtheiractivitiesandrolesmaybe  
reviewedandmod浦eduponnecessltyunderanagreementbetweentheGOTandJICA．  

け   
－′‾－  

／超   

71



ANNEX VII 

LISTOFBUILDINGSANI）FACILITIES  

1．Land，buildingsandfacilitiesnecessaryforimplementationoftheTCintheMAFCand   

PMO－RALG  

2．RoomsandspacenecessaryfbrinstallationandstorageofequlPmenttheMAFCand  

PMO－RALG  

3．0餌cespacesandnecessaryfacilitiesfbrtheJapaneSeeXPertSandrelatedstaffinthe   

DPPoftheMAFC，PMO－RALGandRegionalSecretariatsofDodomaandMorogoro   

Regions   

Otherfacilitieswillbemutuallyagreeduponasnecessary．  

17整  
脇   
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RECORDOFDISCUSSIONS  

BETWEEN  

JAPANINTERNATIONALCOOPERATIONAGENCY  

AND  

THEGOVERNMENTOFTfIEUNITEDREPUBLICOFTANZANIA  

ON  

THETECttNICALCOOPERATIONINCAPACITYDEVELOPMENTFOR  

THE ASDP MONITORING AND EVALUATlON SYSTEM 

TheJapanInternationalCooperationAgency（hereinafterreferredtoas”JICA”），through  

the Resident Representativein TanZania had a series ofdiscussionswith the TanZanian  

authoritieson desirable measurestobetakenbyJICAandthe GovernmentOfthe United  

RepublicofTanzania（hereina允errefhedtoas”GoT”）fbrthesuccessfulimplementationof  

the TechnicalCooperationin Capaclty Development fbrthe ASDP Monitorlng and  

EvaluationSystem（hereinafterrefbrredtoas“theTC”）．  

AsaresultofthediscussionsandinaccordancewiththeprovisionsoftheAgreementon  

TechnicalCooperationbetweentheGovernmentofJapan（hereina且errefbrredtoas“GoJ’’）  

andtheGoT，WhichwassignedinDareSSalaamonNovember2，2004（hereina氏erreferred  

toas”theAgreement”），JICAandTanzanianauthoritiesagreedtothemattersrefもrredtoin  

thedocumentattachedhereto．  

Dar es Salaam，17December，2007  

Securlty，andCooperatives  

TheUnitedRepublicofTanZania  

Permanent Secretary 

PrimeMinister’sOfnce－Regional  

AdministrationandLocalGovernment  

TheUnitedRepublicofTanZania  

AssistantCommissioner，  

ExternalFinanceDepartment，  

MinistryofFinance，  

TheUnitedRepublicofTanzania   
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THE ATTACHED DOCUMENT 

I． ACRONYMSANDABBREVIAT10NS   

ForthepurposeofthisAttachedDocument，thefbllowlngaCrOnymSandabbreviationsare   

used：  

AgriculturalRoutineDataSystem  

AgriculturalSectorDevelopmentProgramme  

AgricultureSectorLeadMinistries  

DistrictAgricultureDevelopmentPlan  

Development Partners 

DirectorofPolicyandPlannlng  

GovernmentoftheUnitedRepublicofTanzania  

GovemmentofJapan  

JapanIntemationalCooperationAgency  

LocalGovemmentAuthorities  

LocalGovernmentCapitalDevelopmentGrant  

LocalGovernmentMonitoringDatabase  

MinistryofAgriculture，FoodSecurityandCooperatives  

MonitorlngandEvaluationWorkingGroup  

MinistryofLivestockDevelopment  

MinistryofIndustry，TradeandMarketing  

NationalBureauofStatistics  

PrimeMinister’sOfnce－RegionalAdministrationandLocalGovernment  

TeclmicalCooperationinCapacityDevelopmentfbrtheASDPMonitorlng  

andEvaluationSystem  

ARDS  

ASDP  

ASLMs  

DADP  

DPs  

DPP  

GoT  

GoJ  

JICA  

LGAs  

LGCDG  

LGMD  

MAFC  

M＆EWG  

MLD  

MITM  

NBS  

PMO－RALG  

TC  

ⅠⅠ． COOPERATION BETWEENJICA AND THE GOVERNMENT OF THE UNITED  

REPUBLIC OF TANZANIA 

1．TheGoTwillimplementtheTCincooperationwithJICA．  

2．TheTCwi11beimplementedinaccordancewiththesummaryglVeninAnnexI．  

III． MEASURESTOBETAKENBYJICA  

InaccordancewiththelawsandregulationsinfbrceinJapanandtheprovisionsofArticle  

IIIoftheAgreement，JICA，aStheexecutingagencyfbrteclmicalcooperationoftheGoJ，  

Wi11take，atitsownexpense，thefbllowlngmeaSureSaCCOrdingtothenormalproceduresof  

itsteclmicalcooperationscheme．  

‡Nノ′  
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1． DISPATCHOFJAPANESEEXPERTS   

JICA willasslgnJapanese experts to the TC aslistedin AnnexIIhereof・The  

provisionsofArticleIIIoftheAgreementwillbeappliedtothesaidexpertS・  

2．PROVIS10NOFMACHTNERYANDEQUIPMENT  

JICA willprovide such machinery，equipment and other materials（hereinafter  

reftrredtoas“theEquipment”）necessaryfbrtheimplementationoftheTCaslisted  

inArmexIIIhereof．TheprovisionsofArticleIIIoftheAgreementwillbeappliedto  

theEquipment．  

3． TRArNrNGOFTANZANIANPERSONNELrNJAPANORTHIR工）COUNTRIES  

JICA willreceive the Tanzanianpersonnelconnected with the TC fbr technica］  

trainlnginJapanand／orinthirdcountries．  

IV． MEASURES TO BE TAKEN BY THE GOVERNMENT OF THE UNITED  

REPUBLICOFTANZANIA  

1．TheGoTwilltakenecessarymeasurestoensurethattheselfこreliantoperationofthe  

TCissustainedduringanda且ertheperiodofJapanesetechnicalcooperation，through   

fu11andactiveinvoIvementintheTCbyallrelatedauthorities，beneficiarygroupsand   

instltutions．  

2・TheGoTwillensurethatthetechnologleSandknowledgeacquiredbytheTanzanian  
nationalsasaresultofJapanesetechnicalcooperationcontributetotheeconomicand  

SOCialdevelopmentoftheUnitedRepublicofTanZania．  

3・InaccordancewiththeprovisionsofArticleVoftheAgreement，theGoTwillgrant   

PrlVileges，eXemptlOnSandbenefitstotheJapaneseexpertsspecifiedinIII－1above  

andtheirfamiliesaswell．  

4・InaccordancewiththeprovisionsofArticleIVandVIIoftheAgreement，theGoT   

WilltakethemeasuresnecessarytoreceiveandusetheEquipmentprovidedbyJICA   

underAnnexIIIhereofand equlpment，maChineryandmaterialscarriedinbythe   

JapaneseexpertsspecifiedinAruleXIIhereo仁  

5・TheGoTwi11takenecessarymeasurestoensurethattheknowledgeandexperience   
acquired by the Tanzanian personnel from technical training in Japan or in third 

Ⅸ＼J・   

（堕  
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countriesareutilizedefftctivelyintheimplementationoftheTC・  

InaccordancewiththeprovisionsofArticJeVoftheAgreement，theGoTwillasslgn  

TanzaniangovernmentofncialsaslistedinAnnexIVhereofl   

InaccordancewiththeprovisionofArticleVoftheAgreement，theGoTwillprovide  

thebuildingsandfaciJitiesaslistedinAnnexVhereof・  

8．In accordance with thelaws and regulationsin fbrcein the United Republic of  

Tanzania，the GoT willtake necessary measures to supply or replace atits own   

expensemachinery，equlPment，instrumentS，Vehicles，tOOIs，SParepartSandanyother  

materials necessary fbr theimplementation ofthe TC other than the Equipment  

providedbyJICA，  

9．In accordance with thelaws and regulationsinforcein the United Republic of   

Tanzania，theGoTwi11takenecessarymeasurestomeettheoperationalcostsfbrthe   

implementationoftheTC・  

V． ADMINISTRATIONOFTHETC  

l．MAFC，MLD，andMITM  

MAFC，MLD，and MITM willcollaboratein establishing an ARDS as part ofthe  

ASDPM＆Eframeworkbymeansofstreamlinlngandcoordinatingtheirownroutine  

data systems．Among these ministries，the MAFC，aS thelead ministry willbe  

responsiblefbrleadingtheoverallprocessoftheTCbycoordinatlngWiththeASLMs・  

2．PMO－RALG  

Three departments ofthe PMO－RALG are particularlylnVOIvedin the TC．The  

Department of LocalGovernment and Department of Sector Coordination will  

COOrdinatebetweentheASLMsandLGAs．TheDepartmentofLocalGovernmentWill  

also facilitate LGAs to operate the provisional model of the ARDS to verify the 

efftctivenessandfヒasibility．Inaddition，theDepartmentofManagementInfbrmation  

Systemwillfacilitatefbrmulatingthedatacollectionandfヒedbacksystemharmonized  

WiththeexistlngplarmlngandreportlngSyStemSfbrlocaladministration．  

3．TheASDPBasketSteerlngCommittee  

InlightofalignmentwiththeinstitutionalframeworkoftheASDP，theASDPBasket  

Steerlng Committee willsubstitutefor aJoint Coordinatlng Committee，Whichis  

CuStOmarilyrequiredtobesetupasthehighlevelfbrumbetweentheGovemmentofa  

reclplentCOuntryandJICApersonnelinthecourseofJICA’stechnicalcooperation．  

仰J  
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Therefbre，the members ofthe ASDP Basket Steerlng Committee willoversee the   

progressofthecooperationandexchangeviewsonm叫OrissuespertalnlngtOtheTC・   

4．TheASDPM＆EWG   

TheASDPM＆EWGwilIbeinchargeofday－tO－dayoperationsoftheactivitiesofthe   

TC．Hence，thegovernmentmembersoftheASDPM＆EWGwillbethekeymembers   

OftheTC．Inaddition，theJapaneseexpertsoftheTCwillalsoJOintheM＆EWGto   

ShareregularlytheprogressandachievementsinthemeetlngS．   

5．RegionalSecretariatsandLGAs   

0用cialsintheRegionalSecretariatsandLGAsinthepilotareas，Whoareresponsible   

fbr collectlng and reportlng the routine data will）ead the pilot operations of a   

provisionalmodeloftheARDSdesignedthroughtheTCtoverifytheirefftctiveness   

andftasibility・Inthisprocess，thereg10nSanddistrictswi11provideteclmicalsupports   

fbrtrainlngPrOgrammeStObeconductedintheTCforthelowerauthoritiestoreport  

theroutinedata．  

VI．JOINTEVALUATION  

Evaluation ofthe TC willbe conductedjointly byJICA and the Tanzanian authorities  

COnCernedduringthelastsixmonthsofthecooperationperiodinordertoexaminethelevel  

ofachievement．  

VII．CLAIMSAGAINSTJAPANESEEXPERTS  

InaccordanCewiththeprovisionofArticleVIoftheAgreement，theGoTundertakesto  

bearclaims，ifanyarises，agalnSttheJapaneseexpertsengagedintheTCresultingfrom，  

OCCurrlngin the course of；or otherwise cormectedwith the discharge oftheir omcial  

functionsinthe United RepublicofTanzaniaexceptfbrthosearlSlng from thewi11ful  

misconductorgrossnegligenceoftheJapaneseexperts．  

VIIl．MUTUALCONSULTATION   

Therewi11bemutualconsultationbetweenJICAandtheGoTonanymqorissuesarlSlng   

丘om，OrinconnectionwiththisAttachedDocument．   

IX．MEASURESTOPROMOTEUNDERSTANDrNGOFANDSUPPORTFORTHETC  

ForthepurposeofpromotingsupportfbrtheTCamongthepeopleoftheUnited  
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ofTanzania，theGoTwilltakeapproprlatemeaSureStOmaketheTCwidelyknowntothe  

PeOPleoftheUnitedRepublicofTanzania・  

X． COOPERATIONPERIOD  

ThedurationofthetechnicalcooperationintheTCunderthisAttachedDocumentwillbe  

three（3）yearsf王omthedateofthe鎖rstJapaneseexpert’sarrivalintheUnitedRepublicof  

Tanzania，  

NOTE：  

ThisAttachedDocumentoftheRecordofDiscussionwaspreparedbasedontheMinutesof  

MeetingontheTeclmicalCooperationinCapacityDevelopmentfortheASDPMonitorlng  

and Evaluation System which was slgned by the Permanent Secretary of the MAFC，  

PermanentSecretaryofthePMO－RALGandResidentRepresentativeofJICAon13June，  

2007．Incasethereisanyconflictbetweenthetwodocuments，thisAttachedDocumentshall  

SuPerSede．  
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ANNEXI  

SUMMARYOFTtlETC  

1．SuperGoal  

TheASDPisimplementedefftctively・  

2．OverallGoal  

Agriculturalroutine datais effbctively used nationwide fbr Monitoring and Evaluation  

（M＆E）oftheASDP．  

3，Pu叩OSe  

AneffectiveAgriculturalRoutineDataSystem（ARDS）oftheASDPM＆Eframeworktobe  

deployedftomvillagestocentrallevelsisestablished・  

4．Outputs  

l）A provisional modelof the ARDSis developed by means of streamlining and   

COOrdinatingASLMs’routinedatasystems・  

2）LocalGovernmentofficialsconcernedfromvillagetoregionallevelsareconversantwith   
howtooperatetheprovisionalmodeloftheARDS・  

3）The modelof ARDSis completed by carrying out necessary modification to the   
provisionalmodelthroughpilotoperationsinpilotreg10nS，districts，Wardsandvillages，  

4）TheASDPM＆EFrameWOrkisrevisedthroughtheresultsofthepilotoperations，  

5）Progressand achievements ofthe TC are shared with centraland LocalGovemment   
OfncialsandDevelopmentPartners．  

5．ActivitiesofthePrqiect  

l－1AnalyzeindetailpracticesofthecurrentagrlCulturalroutinedatacollectionfromvillages   

totheASLMsincludingtheuseofthePlanRep2andtheLocalGovernmentMonitorlng  

Database（LGMD）．   

1－2Basedontheresultofl－1above，aSpartOftheprovisionalmodeloftheARDS，dra魚   

COmmOnrepOrtlngfbrmatstobeusedoneachadministrativelevelfromvi11agestothe  

ASLMs．   

1－3Basedontheresultofl－1andl－2above，designaprovisionalmodeloftheARDS，Which   

includesaftedbackmechanismtoimproveplannlngOfDADPs．  

1－4Make necessary modincations to the PlanRep2and LGMDin order to make them   

COnSistentwiththeprovisionalmodeloftheARDSifnecessary．  
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2－1Considering the consistency with the LGCDGand DADP systems，develop drafl   

guidelinesontheprovisionalmodeloftheARDS・  

2－2Basedontheguidelinesof2－1above，plantrainlngfbrtheo爪cialsconcernedateach  

administrativelevelfromvillagestotheASLMs．  

2－3TrainthenationallevelfacilitatorsintheprovisionalmodeloftheARDS．  

2－4ProvidereglOnalanddistrictofncialsinthetargetreglOnSWithtrainlngintheprovisional  

modeloftheARDS．   

2－5ProvidewardandvillageagrlCulturalextensionofncersinthetargetreglOnWithtrainlng   

intheprovisionalmodeloftheARDS．  

3－1Assist the ofncials of target reglOn，districts，Wards，and villagesin operatlng the  

PrOVisionalmodeloftheARDSthroughon－theJobtrainlng．  

3－2Assess the punctuality，quality and consolidating process of relevant reports on the  

agrlCulturalroutinedatasubmittedtothepilotreglOnS，districtsandASLMsaswelJas  

thewaysoffeedbackonthosereports．  

3－3Holdworkshopsfortheo用cialsconcernedfromvi11agestothepilotreglOnStOidentify  

thechallengesofoperatingtheprovisionalmodeloftheARDS．  

3－4Basedontheresultsofthepilotoperations，eStablishthemodelofARDSbycarrylngOut  

necessarymodificationstotheprovisionalmodel．  

4－1BasedonthemodelofARDS，draftaplanfbrnationwidedeploymentoftheARDS．  

4－2InaccordanCeWiththeplanfbrnationwidedeploymentabove，reVisetheguidelinesof2－1  

above．   

4－3Inlinewiththeplanfbrnationwidedeploymentof4－1aboveandrevisedguidelinesof  

4－2above，reVisetheASDPM＆EFrameworkDocument．   

5－1Share the progress and achievements ofthe TCin the ASDP M＆E Working Group  

meetlngS．  

5－2Reportthe achievementsofthe TCinthe sectorlevelmeetlngSincludingthe ASDP  

BasketSteerlngCommittee．  

5－3PresenttheachievementsoftheTCinthenationalworkshopsand seminars fbrlocal  

governmentomcialsheldbytheASLMs．  

Note：IncaseswheretheSummaryoftheTCneedstobemodinedduetounfbreseenchanges  

Ofthe circumstanCeS Or PrOgreSS Of the TC activities，the modifications shallbe  
determinedandagreedbytheGoTandJICA．  
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ANNEXII  

LISTOFJAPANESEEXPERTS   

l．Long－termExperts  

Thelong－termeXpertSWiththefbllowlngaSSlgnmenttitleswillbeasslgnedtotheTC．Any  

asslgnmenttitlemaybeheldconcurrentlybyoneexpert・   

＞ Chiefadviser   

＞Institutionaldevelopment   
＞ Coordinator   

＞ Monitorlngandevaluation   
＞ Administrativedatamanagement   

2．ShorトtermExperts  

Japaneseshort－termeXpertSmaybeasslgnedprovidedthattheGoTandJICAagreetheyare  

neCeSSary・  
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ANNEX III 

LIST OF EQUIPMENT 

TheequlpmentShowninthetablebelowfbrtheimplementationoftheTCwi11beprovided  

uponnecessity．  

Name   quantiけ   Speeificatiom   

Ⅶ  Vehicles   2cars   Two4WDcars  

（2）   Officeequ）Pment   1lot   PCs，printers，Stabilizers，faxmachines，  

prQ）eCtOrS，SCannerS，andphotocoplerS．   

（3）  Otherequlpment   1lot   Digitalcameraanddigitalvideocamera．   

AdditionalequlpmentmaybeprovidedwhentheGoTandJICAagreethatitisneeded．  
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ANNEX IV 

LISTOFTANZANIANGOVERNMENTOFFICIALSINVOLVEDINTHETC  

1．OverallinchargeoftheTC：   

＞ PermanentSecretaryoftheMAFC   

＞ PermanentSecretaryofthePMO－RALG   

2．CommitteeoftheASLMsDirectors：   

2－1．Committeemembers   

＞ DirectorofPolicyandPlanningoftheMAFC（Chair）   

＞ DirectorofPolicyandPlannlngOfthePMO－RALG   

＞ DirectorofSectorCoordinationofthePMO－RALG   
＞ DirectorofPolicyandPlannlngOftheMLD   

＞ DirectorofPolicyandPlannlngOftheMTTM   

＞ DirectorofCommodityMarketingoftheMITM   

2q2．Directorsco－OPtedontotheTC   

＞ DirectorofLocalGovemmentofthePMO－RALG   
＞ DirectorofManagementTnformationSystemofthePMO－RALG   

＞ DepartmentHeadofAgriculturalStatisticsoftheNBS   

3．ASDPM＆EWGmembers  

l）StaffofM＆EUnitandStatisticsUnitoftheDPPoftheMAFC  
2）StaffofEconomicandProductiveSectorsSectionofthePMO－RALG  

3）StaffofDepartmentofLocalGovemmentofthePMO－RALG  
4）StaffofDepartmentofManagementlnformationSystemofthePMO－RALG  
5）StaffofM＆EUnitandStatisticsUnitoftheDPPoftheMLD  
6）StaffofM＆EUnitandStatisticsUnitoftheDPPoftheMTTM  
7）StaffinchargeofM＆EandStatisticsinDepartmentofCommodityMarketingofMITM  

8）SeniorStatisticianoftheDepartmentofAgriculturalStatisticsofNBS   

5．Otherpersonnelmutuallyagreeduponasnecessary   

Note：  

ThelistofgovernmentofficialsinvoIvedintheTC andtheiractivities androlesmaybe  

reviewedandmodifieduponnecessltyunderanagreementbetweentheGoTandJTCA．  
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ANNEX V 

LISTOFBUILDINGSANDFACILITIES  

1．Land，buildingsandfacilitiesnecessaryforimplementationoftheTCintheMAFCand  

PMO－RALG  

2．RoomsandspacenecessaryforinstallationandstorageofequlpmentintheMAFCand  

PMO－RALG  

3・OfncespacesandnecessaryfacilitiesfbrtheJapaneseexpertsandrelatedstaffintheDPP   

OftheMAFC，PMO－RALGandRegionalSecretariatsofDodomaandMorogoroRegions  

Otherfacilitieswillbemutuallyagreeduponasnecessary．  
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